
日本適合性認定協会（JAB）主催による「第７回 JAB マネジメントシステムシンポジウム」が３月18日、東京都千代田区の
一橋大学・一橋講堂で開催された。今回のテーマは「実態から考える第三者認証制度の課題と期待 〜社会に認知され、信頼さ
れるには〜」である。同シンポでは、毎年、学識経験者、組織、認定機関、認証機関、研修機関、標準化機関、コンサルタント等の
メンバーからなるJABマネジメントシステム研究会にて、制度の深掘り・普及に関して研究を行い、その成果を発表している。
今回は、山田秀氏（慶應義塾大学）による基調講演と２つのワーキンググループ（WG）からの研究報告、さらに上原英司氏（経
済産業省）と野口和彦氏（横浜国立大学）によるゲスト講演が行われた。本特集では、主催者挨拶、基調講演と各WGの報告並
びにゲスト講演の内容を紹介する。（同シンポジウムの最後に行われた質疑応答は割愛）（本誌編集部）
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シンポジウムの概要紹介

JAB理事長を務めております飯塚で

す。今日は、第三者認証制度がどのくら

い社会に信頼され、適用されているかに

ついてきちんと議論したいと思います（図

表１）。テーマは「実態から考える第三者

認証制度の課題と期待 〜社会に認知

され、信頼されるには〜」です。私の挨拶

のあと、ゲストとして経済産業省の上原様

にご講演をお願いし、続いて基調講演を

慶応義塾大学の山田先生にお願いして

います。また午後からはJABマネジメントシ

ステム研究会の２つのWGからそれぞれ

活動報告をいただきます。１つめは、ISO

マネジメントシステム認証制度の活用の実

態です。これは今年だけでなく３年くらい

かけて、この制度がどのように活用されて

いるかを分析したいと考えています。２つ

めは、昨今世の中を賑わしています品質

サービスが本当に大丈夫なのかということ

を、認証機関が評価します。その認証機

関がある一定レベル以上の審査能力が

あることを認定機関が保証します。さらに

その認定機関の能力が大丈夫かどうか

をIAFが保証します。

では、認証制度とは何でしょうか（図表

３）。これは優れたものをあらかじめ選んで

おく制度だと言えます。選ぶためには基準

が必要ですし、その基準に適合している

かどうかという評価が必要ですから、基準

と評価が組み合わされて認証制度がで

きています。

ある分野で認証基準があるということ

Part 1 主催者挨拶

不祥事です。これを認証制度でどれくら

い防げるか、あるいは抑止できるかについ

て議論してきたことをお話ししたいと思い

ます。この報告の後、マネジメントシステム

におけるリスクについて、横浜国立大学

の野口先生にご講演をいただき、最後に

質疑･応答を行いたいと思います。

第三者認証制度の意義と価値

これは毎年出しているスライドですが、

第三者適合性評価制度の構造を表して

います（図表２）。組織が提供する製品･

   特集 第7回 JAB マネジメントシステムシンポジウム全講演録

  講演者 ： 公益財団法人 日本適合性認定協会 理事長 飯塚 悦功 氏

公益財団法人 日本適合性認定協会
理事長 飯塚 悦功 氏

図表１ 第7回 JAB マネジメントシステムシンポジウムの開催概要

□ 日時：2019年３月18日（月） 10:30〜16:45
□ 会場：一橋大学一橋講堂（東京都千代田区）
□ 内容

	 ■ テーマ：実態から考える第三者認証制度の課題と期待
		  〜社会に認知され、信頼されるには〜
	 ■ ゲスト講演：標準化動向と適合性評価への期待
	 ■ 基調講演：社会で活用される第三者評価制度
	 ■ JAB マネジメントシステム研究会 報告
		  □ WG1：ISO マネジメントシステム認証制度の活用の実態と活性化
			    〜 ISO 9001 を中心に〜
		  WG2：不祥事事例に対する認証制度における対応方法の提言
	 ■ ゲスト講演：マネジメントシステムにおけるリスク概念の活用
	 ■ 質疑・応答

�毎年、学識経験者・組織 ･ 認証機関・認定機関・研修機関等のメンバーが、
広い視点でマネジメントシステムについて研究し、その成果を発表するこ
とで、制度の深掘・普及を行う一つの取り組みとして継続
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は、その分野が重要であると社会が認知

しているからです。しかも、そこに提示され

ている基準そのものは、社会からある程

度合意が得られているものです。

評価に関して２つの側面を考える必要

があります。その１つめは、ちゃんとしてい

ることを能力証明しているということです。

公式に基準に適合しているという証明で

す。それによって何が起きるかというと、認

証結果を使う側から見ると、認証組織は

安心できるということです。ですから、認

証機関は安心できる組織をきちんと認証

していただきたい。認証組織側にとって

は、「自分たちは認証されるだけの能力を

持っています」ということを訴求できます。

評価の２つめは、能力向上です。認証と

いうプロセスを通じて、認証される組織の

実力も上がっていくということです。これに

よって、安全・安心な社会につながり、産

業競争力の向上や国力の強化につな

がっていくと思います。

例えば、ISO 9001（QMS）認証につ

いて申し上げますと、提供組織、業界、

サプライチェーン、購入者、事業支援（保

険・融資）、社会、行政といった関係者に

対して、それぞれ能力証明と能力向上

に関する意義を挙げることができます（図

表４、詳細はWG1の報告を参照）。これ

が、ISO 9001による認証制度を運営し

ていく狙いなのです。この狙いに合うよう

図表２ 第三者適合性評価制度の構造

図表３ 認証制度とは何か

図表４ QMS認証の意義
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にやっていきたいと思うのですが、なかな

か世の中、そんなに甘くないようです。

適合性評価が社会で有用であるため

には、４つの条件が必要です（図表５）。１

つめは、基準がしっかりしていること。２つ

めは、基準に適合するために、健全に行

動してもらうこと。「免状さえもらえばいい」

ということではいけません。認証組織がき

ちんと運用している仕組みそのものを評

価してもらって、不十分なところは直しなが

ら、自分たちの実力を訴求することです。

３つめは、評価する側が真っ当であること。

「ここはまあ、よしとしておこうか」ではま

ずいわけです。不適合があれば、ちゃんと

指摘して直してもらわないといけません。ま

た、認証授与だけでなく、それを維持して

いくための判断も適切でなければなりませ

ん。この適合性評価プロセスには、認定機

関ももちろん含まれています。４つめは、認

証結果をちゃんと使ってもらうこと。これは

本日のWG1の大きな主題です。使ってもら

うためには、認証制度の意義をお伝えす

るとともに、実際にその効果があるようにし

ていかなければなりません。

今日は２つのWGで報告があると申し上

げましたが、WG1では、認証の価値につい

て、社会でどれだけ有効活用されているか

ということを考えました。例えば、融資しよう

と思った場合、認証組織に対する料率を

安くすることによって、認証組織が成長し、

それによってより良い経済社会ができあ

がっていきます。あるいは、民間企業の評

価を全部行政がやるのではなくて、認証

結果を利用した規制緩和を進めることによ

り、行政の効率向上をはかることができま

す。このような認証の社会的有効活用に

ついて、WG1で発表いただきます。

WG2では、認証の価値について、不

祥事対応を取り上げます。認証制度を

使って不祥事が起きそうなものを見つける

ことができるか、あるいは不祥事を抑止す

ることができるかを考えていきます。

JABの不祥事への対応

実はJABでは不祥事対応についてさ

まざまな取り組みを行ってきました。2006

年には、ISO 9001/14001認証組織の

不祥事発生への対応として、JABと認

証機関の協議会であるJACBの有志が

一緒になって、不祥事が起きた時の情報

公開の方法などについて検討を行いまし

た。これを踏まえて、2008年に経済産業

省が「マネジメントシステム規格認証制度

の信頼性確保のためのガイドライン」を公

表しました。このガイドを作成するための委

員会には、JABや認証制度関係者が数

多く参加しました。この時に、対応策実行

のため、MS認証機関に対する推奨文

書「故意に虚偽説明を行っていた事実

が判明した認証組織に対する処置」（現

在のJAB NS511）をJIPDEC（現在の

ISMS-AC）と共同で発行しました。

最近の取り組みとしては、組織不祥事

に関する情報発信を速やかに行うことを

心掛けています。要するに、JABのほう

できちんと調べて、こういう状況になって

いますということを、社会に対してきちんと

メッセージとして出すということです。

また、認証組織で不祥事が起きた場

合、その後の不祥事対応のプロセスを丁

寧に確認しています。不祥事を見つけた

らすぐに対応し、抑止するように誘導して

いく、このような認証プロセスがどれくらい

行われているかを、１件ずつ調べていこう

としています。

国際的な動きとしては、IAFにおいて

組織不祥事への対応を検討しており、

IAF MD（Mandatory Document）文書

（MS認証機関及び認定機関に対する

IAFの基準文書）として作成しようとして

いますが、この分野ではJABが先取りし

た取り組みをしていると思います。

ということで、本日は、この制度がどれだ

け有効に活用できるのか、今話題になっ

ている不祥事が防げるのか、このことにつ

いて、皆さんと一緒に議論していきたいと

思います。どうぞお楽しみください。

図表５ 社会に有用な適合性評価の条件
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経済産業省・基準認証政策課の上原

です。本日は、JAB第7回マネジメントシス

テムシンポジウムという貴重な機会にお時

間をいただきまして大変ありがとうございま

す。今回私からは、標準化に焦点を絞っ

てお話をさせていただき、最後に適合性

評価機関あるいは適合性評価に携わる

皆様への期待を述べさせていただこうと

考えています。

標準化の大きな流れ

標準化の大きな流れ、具体的にデジ

タル系、サービス系、社会システムの標準

化についてご紹介いたします。まず、標

準化を巡る環境変化についてです。この

図（図表１）のように、標準化の対象及

び意義は時代とともに変化しています。

戦後の粗悪品の排除等を目的に、1949

例えば、ブロックチェーンの標準化につ

いても議論が進んでいます。具体的にど

ういう標準化の検討が進められているの

か、特にこういった先端技術分野の議論

では、ISO/IEC等のデジュール標準で

は検討に時間がかかりすぎてしまうので

はないかという議論もあるところ、用語や

考え方などについてはISO/IEC等で議

論し、スピード感が必要なものについては

フォーラムなどで議論するという方法で規

格化が進められています。

サービス分野の標準化の話に移りま

す。小口保冷サービスの事例をご紹介い

年にJIS法が作られ、JISマーク制度もス

タートしました。1960〜70年代は環境問

題への対応、80〜90年代はグローバル

化、貿易への対応のために標準をどのよ

うに使うのかといった議論が行われまし

た。2000年代以降は、企業の競争力強

化、新市場創出、そういった観点でも標

準が使われるようになりました。図の右下

には、デジタル関係についてISO/IECで

議論されている標準についてまとめてい

ます。IoTやスマートグリッド、スマートマニュ

ファクチャリング、ビッグデータなどについて

も、標準を作るという議論がございます。

経済産業省 産業技術環境局
基準認証政策課 総括補佐  上原 英司 氏

図表１ 標準化をめぐる環境変化（対象、意義の変遷）

Part 2 ゲスト講演
標準化動向と適合性評価への期待

   特集 第7回 JAB マネジメントシステムシンポジウム全講演録

  講演者 ： 経済産業省 産業技術環境局 基準認証政策課 総括補佐 上原 英司 氏
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たします（図表２）。日本の物流事業者

は、現在、保冷の状態でお客様に荷物を

届けるというサービスを、世界各国で展開

するにあたり、一つのアプローチとして標

準化の活用を検討されています。具体的

には、進出先の国々で、現地の事業者と

のコミュニケーションを円滑化するため、お

互いの共通言語としての標準化（ISO規

格の作成）に取り組まれています。

欧州のサービスの規格の例としては、

英国BSIでは、幼児の水泳教室の安全

確保等、また、欧州CENでは、郵便サー

ビスや資産管理など、数多くのサービス

分野の標準化が進められています。ま

た、中国ではサービス標準化と認証が進

んでいます。サービス分野の認証対象は

22業種に及び、認証件数の実績も出始

めているようです。

次は、企業活動や社会システムの標

準化の動きについてお話します（図表

３）。最近は、ISO 9001のような製品の

品質管理規格に加え、企業活動自体の

評価にまで標準化の議論が拡大してい

ます。例えば、サステナブルファイナンスに

ついては、ISOにおける初回の議論が3

月、サーキュラーエコノミーについては５月

に開催ということで、まさにこれから国際

規格の議論が始まるところです。こういっ

たものに、なぜ我々は対応しなければなら

ないのかといいますと、自社の事業領域

に直接影響がないように見え、その裏で

欧州等が有利な形でルール作りをしてし

まう可能性があるからです。そのため、日

本企業の不利にならないように、しっかり

と規格開発動向を注視し、必要に応じて

日本の考えを打ち出していくことが必要と

考えています。

なお、環境ファイナンス関係の規格につ

いては、現在、ISOにおいて並行的に複

数の議論が行われています（図表４）。

また、シェアリングエコノミーについては、

標準化を日本主導で進めているところで

す（図表５）。本年１月、ISOで本分野を

議論するTC（国際規格作成を行う技術

図表２ サービス分野の標準化（小口保冷サービス）

図表３ 標準化をめぐる環境変化（企業活動、社会システムの標準化の動き）

図表４ ISOにおける環境ファイナンス分野の国際規格化の動向
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委員会）324の設置が決まりました。標準

化の対象は、サービスの利用者と提供

者、双方が安全性・信頼性を高めていく

ためのガイドライン規格の開発を検討して

おり、日本国内で作成したガイドラインを国

際化することが目的です。

マネジメントシステム規格については、イ

ノベーションの分野でも規格開発が進ん

でいます（図表６）。非認証規格ではあり

ますが、規格の中に、組織文化、リーダー

シップの在り方、イノベーションを実現する

ための計画、イノベーション戦略の立案、リ

ソース管理などが記載される見込みで、イ

ノベーションを起こすための組織管理の

在り方等について、情報が整理されてい

くものと考えています。

先ほど、標準と適合性評価は表裏一

体であるという話が飯塚理事長からありま

したが、まさに標準をうまく制度や仕組み

の中に取り入れると、自身のビジネス環境

の改善につながるという事例がこちらです

（次頁図表７）。欧州企業は、標準を自

分たちの有利なように作り込み、各国の

規制に埋め込み、自らのビジネス環境の

改善をすることがあります。こういった活動

についても、日本として積極的に取り組ん

図表５ シェアリングエコノミー（ISO/TC324） でいかなければならないし、またそのよう

な企業を積極的に支援していかなけれ

ばならないと考えています。

ダイキン工業では、自社が開発した温

暖化係数の低い冷媒の普及を模索して

いましたが、その冷媒が微燃性を有してお

り、当時の国際規格では「燃性あり」とカ

テゴライズされてしまいました。その結果、

取り扱いが厳しくなり、なかなか普及が進

まない状況でした。そこで、国際規格に微

燃性のカテゴリーを追加する活動を行わ

れ、また、改正された規格を東南アジアの

国々で規制等に採用されるよう、現地機

関へのロビー活動なども実施されました。

ルールを自ら作ることは、時間や人などリ

ソースがかかり、簡単にできることではあり

ませんが、そういったことを着実に実施さ

れている企業もございます。

地域への広がり

日本ではJIS規格は主務大臣が最終

的には制定するとなっており、また、ISO/

IECへの対応もJISCという国の審議会

が日本代表となっている関係で、「標準

化は国がやるもの」という認識が根強くあ

ると感じています。これは歴史的にも仕方

がないことではございますが、他方、欧米

では民間団体が標準化を進めてきた歴

史もございます。日本としては、日本なりの

やり方で企業の皆さんに標準をツールと

して使い倒していただく、こういった発想

で取り組んでいただけないか、と考えてい

るところです。

そのため、経済産業省では、「標準化

活用支援パートナーシップ制度」に取り組

んでいます（次頁図表８）。簡単にご説明

すると、日ごろ標準とは縁遠い企業の皆

様が、気軽に相談いただけるよう、また、

金融機関や試験機関など企業の皆さん

と接する機会がある方に標準の活用を

進めていただく、そんなネットワークを作る

ための取り組みです。もうすぐ開始から4

図表６ イノベーションマネジメントシステム規格
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をJIS化したいとのご要望があり、規格開

発を行いました。最近、新しいお客さんか

ら大型の取引の引き合いがあったとのこ

とです。当然、営業活動など企業努力の

積み重ねでビジネスチャンスが拡大したわ

けですが、標準化も１つのツールとして企

業の皆さんに使っていただいているという

事例でございます。

二つ目は、自動車のシリンダ・バルブボ

ディなどのキズの自動検査装置を作って

いる会社の事例です。取引先のキズの

評価は目視で行われるので、A社に行くと

「これくらいのキズは大丈夫です」と言わ

れ、B社に行くと「これくらいのキズでもダメ

です」と言われるということで、キズに対す

る評価が取引先によりまちまちである、こう

いった環境を改善するために、キズのモノ

サシである標準試験片の標準化に取り組

まれました。これにより取引先の歩留まり

向上や、自社の製品の売上向上などにつ

ながったとの話を伺っているところです。

年程度たち、やはり標準化に対するハード

ルがまだまだ高いという実感もありますが、

分かりやすい事例などの紹介を通じて、

「うちでも標準を作ってみるか」という気

になっていただきたいと考えています。

具体的な事例を紹介させていただきま

す。一つ目は内容物が酸化しない容器を

開発され、その酸化度合いの評価方法を

標準化したものです（図表９）。自社製品

の性能を客観的に測るために、試験方法

図表７ 標準化をめぐる環境変化（官民挙げた「ルール形成競争」の激化）

図表８ 標準化活用支援パートナーシップ制度
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能力がある団体等が提出した原案に対

しては、JISCと呼ばれる調査会の審議

を経ずに主務大臣が制定するといったス

キームで迅速化をはかります。さらにJIS

マーク制度の罰則強化も行いました。最

後に、国際標準化については、これまで

法律の中で触れられておりませんでした

が、今回明記することにいたしました。

法改正について

昨年の通常国会でJIS法の改正を議

論いただきまして、本年7月1日に、工業標

準化法は産業標準化法に改正されます

（図表10）。今回の改正では、標準化の

対象をデータやサービス、マネジメントシス

テム規格全般に拡大いたしました。また、

図表９ 新市場の創造の具体例 まとめ

マネジメントシステムに限らず、サービス

分野を含め、様々な分野で新たな規格が

続 と々開発されています。ただ、標準は利

用されて初めて価値が生まれます。です

から、標準を作るときから、具体的な使い

方を想定し、作り込みをしていくことが重

要だと考えています。

適合性評価機関の皆様におかれまし

ては、規格の開発動向に目を配っていた

だき、規格開発フォーラムでの議論にも参

画いただくことで、規格の行間を読んだ

り、速やかなサービス立ち上げにつなげて

いただくこともできると思いますので、多面

的な情報収集や規格開発への参加をお

願いします。

企業の皆様におかれましては、標準が

ビジネスでも使える可能性があるということ

を頭の片隅に置いていただければと思い

ます。何かアイディアがございましたら、お

気軽にご相談いただければ幸いです。

ご清聴ありがとうございました。

図表10 工業標準化法改正の概要（2018年５月成立、2019年７月１日施行）
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慶應義塾大学の山田です。JABマネ

ジメントシステム研究会の主査を担当させ

ていただいております。今日は、まず研究

会のこれまでとこれからについて述べ、そ

のあと社会で活用される第三者評価制

度を説明します。今回のシンポジウムのタイ

トルが「実態から考える第三者認証制度

の課題と期待」となってますが、もう少し枠

を広げて、第三者評価の価値について考

え、さらに、社会から信頼され活用されるマ

ネジメントシステム認証制度にするにはどう

すればよいかについて述べます。最後に、

２つのWGの活動がどのような内容である

かを紹介させていただきたいと思います。

マネジメントシステム研究
会のこれまでとこれから

今までの私とマネジメントシステム認

証との関わりについてですが、ISO/

のゴールは、「第三者認証制度の正しい

普及」。単なる普及ではなく、正しい普及

です。

前半は2015年版の移行に関する話が

中心でした。2012年頃は、「そもそも附属

書SLは何を規定しているのか？」、「SL

は何の略か？」、そういった議論でした。そ

の後だんだん附属書SLについての知

識が広まり、複合審査や基礎的な要求

事項について議論が行われました。前半

はそういう意味でISO 9001/14001の

2015年版対応でした。後半、それらの規

TC176においてISO 9001を作る側にお

りました。マネジメントシステム研究会につ

いては2012年から担当させていただい

ております。2012年からの研究会のテー

マは大きく分けると２つになります。前半

（2012〜2015年）は、9001/14001の大

改訂があったので、それに関する対応を

考えておりました。後半（2016年〜）から

は、社会で信頼される認証制度を目指し

て、様々な研究に取り組んでおり、JABの

皆さんと共同して、研究会のロードマップ

を作成しました（図表１）。このロードマップ

慶應義塾大学 理工学部 
管理工学科 教授 山田 秀 氏

Part 3 基調講演
社会で活用される第三者評価制度

   特集 第7回 JAB マネジメントシステムシンポジウム全講演録

  講演者 ： 慶應義塾大学 理工学部 管理工学科 教授 山田 秀 氏

図表１ MS研究会 中期計画（2012-2020年度）

MS 研究会の位置付け：マネジメントシステム認定・認証を取り巻く状況や時
代のニーズに即した新たな価値を認証取得組織及び社会に提供すること

認証制度の正しい普及を目指し、様々なテーマを研究
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する。次に、評価結果を何らかの形で活

用する。例えば、第一者、第二者評価の

代用にすることで安心感が得られる。さら

に、評価によって社会全体の効率化にも

つながる。このようなところが基本的な考

え方ではないかと思います。

第三者評価の形態もいろいろありま

す。まず、個人の能力を評価するもの。

世界全体でみた場合、一番広まっている

のは英語能力の評価ではないかと私は

思っています。TOEICやTOEFLがそう

です。あるいは、品質管理の知識につい

てどれくらい能力があるかを示す品質管

理検定もそうです。この検定は、数年前に

受験者が50万人を突破したと聞いていま

す。また、JISマークや安全性のマークを

付けるといった製品やサービスを評価する

もの、さらに、組織の能力を評価するもの

もあります。ISO 9001あるいは14001自

体は、品物を測っているのではなくて組

織の能力をはかっています。能力に関す

る第三者評価としてはこのほかに、品質

管理であればデミング賞、環境であれば

環境経営度ランキングなどがあります。

れ！」でした。まずはちゃんと実態を調べる

こと、これが１つめのテーマです。

もう１つのテーマとして上がったのは、

昨今の企業不祥事への対応です。正し

い普及という意味で、企業不祥事は大

変残念なことです。ここでは、不祥事の１

個1個そのものに対するメッセージではな

くて、不祥事に共通するようなもの、いっ

たい何が原因なのか、そのために認証制

度というのはどういう貢献ができるのか、こ

こを重点課題として浮かび上がらせるこ

とが今回のテーマになりました。

社会で活用される第三者評
価制度

もう少し視点を広げまして、社会で活

用される第三者評価制度、MS認証制

度だけでなく第三者評価制度という視点

で考えた場合、どういうことが重要でしょ

うか（図表２）。まず、基本的な第三者評

価制度の考え方として、能力を第三者が

評価する。当事者ではない人が評価を

図表２ 第三者評価制度を考えるうえでの重要なポイント①

格を中核に、正しい普及に関してどういう

ことができるのかについて研究してまいり

ました。

日本は海外と比較しますと、かなりス

ムーズに移行が完了したのではないかと

思います。ですが、制度としての実装に

は、なかなか時間がかかるわけで、これは

これからの課題です。認証制度の正しい

普及のためには何をすべきか、今回は、ま

ずは実態を調べようということになりまし

た。ISO 9001が正しく広まっているか、あ

るいは広まっていないか、それをきちんと

定量的に調べようというわけです。詳細

は後ほどWG1から報告がありますが、例

えば、ISO 9001をどれくらいの人が知っ

ているでしょうか？ 大学生を対象に実際

に調査を行いました。答えは後ほど（笑）。

私はその答えを聞いてハッピーでした。私

が予想した数字よりも上の数字が出てき

たからです。ISO 9001は、制度としてあ

る程度知られています。では、どこまで知

られているのか？ 品質管理を勉強し始め

て30年近くになるのですが、最初に恩師

から言われたことは「ちゃんとデータをと

基本的な考え方

a. 能力を第三者が評価
b. �評価結果を様々な形で活用。第一、二者評価の代用に

よる安心感
c. 関係者、社会全体での効率化

第三者評価の形態

個人能力評価
• 英語能力評価
• 品質管理検定

製品・サービス評価
• 製品評価に基づくJIS マークの付与
• 製品安全性評価

組織能力評価
• デミング賞
• 環境経営度ランキング

第三者による能力の評価能力モデル
Y: 総合の能力 ( 指数，大きいほど良い )

𝑦1,…,𝑦𝑝: 要素の能力
𝑌=𝑓( 𝑦1,…,𝑦𝑝 ): 総合能力と要素能力

第三者評価形態の例

合格、認証：能力 𝑌 が要求水準 𝐿 より高い (𝑌≥𝐿) 時に合格、
認証付与
点数評価：能力 𝑌 を 𝑌 として点数化

英語能力評価の例
𝑌: 英語能力
𝑦1: 読む，𝑦2: 書く，𝑦3: 聞く，𝑦4: 話す
英語検定３級 ( 𝑌≥𝐿3 )，２級 ( 𝑌≥𝐿2>𝐿3 )，
１級 ( 𝑌≥𝐿1>𝐿2>𝐿3 )

TOEIC:𝑌TOEIC=800、TOEFL: 𝑌TOEFL=580

^

^ ^



32 アイソス  No.259  2019年  6月号

第三者評価の形態について、もう少し

具体的に考えてみます。数式が出てきま

すが、これは私のバックグラウンドによるも

のでご容赦ください。総合能力を大文字

のYで、指数として表します。その総合能

力というのは、何らかの要素の能力で構

成されています。それらの要素を小文字

のyで表します。例えば、英語の総合能力

は、読む・書く・聞く・話すという要素から成

り立っています。英語の総合能力のＹに

直接アクションはとれないので、通常アク

ションをとるのは、読む・書く・聞く・話すとい

う要素の能力に対してです。それを何ら

かの形で統合して、総合能力というもの

が提示されることになります。

では、第三者評価の形態はどう表す

のか。総合能力Ｙが、あるレベルよりも上

の場合を合格、下の場合を不合格としま

す。認証というのは、まさにこのような総

合能力に対して閾値を求め、それよりも

上の場合は認証を付与し、下の場合は

付与しないということになります。TOEIC

やTOEFLは、合格・不合格ではなくて、

総合能力を推定した値について点数化

して評価しています。英語検定は、総合

的な能力に、段階的に閾値を設けていま

す。閾値が簡単なのが３級、それよりレベ

ルが上なのが２級、さらにもっと上のレベ

ルが１級としています。

今度は第三者評価が信用されている、

活用されているというのは、どのような条

件なのかについて考えてみました（図表

３）。この図で示すa〜dの4条件は必要

条件であると考えています。aは、評価す

る方法と要求される水準が社会の相場

観と合致しているということです。あまりに

も低い要求をしていたら、それは認証に

合格していると言ったところで信用されま

せん。bは、評価結果に対して納得し得る

ということです。納得し得るということは、

例えば、同じ人が受けたら、同じ結果にな

ることです。TOEICであれば、同じ人が

受けても微妙なばらつきが出てくると思い

ますが、100点の違いというのはまず出

てきません。cは、評価によって対象が識

別されていることです。評価結果を見て、

こっちは合格していて、こっちは合格して

いないと社会が識別し、その合格の有

無によって行動を変えているということで

す。dは、関係者、社会が第三者評価の

効用を知っているということです。こういう

制度があって、それはこういう能力がある

ことを示しているということを、社会が知ら

なければダメです。今回WG１のやった調

査は、社会がどれくらい知っているのかを

調べています。認証制度というものは、社

会で使われて初めて価値を持つというと

ころが多分にあると思います。

第三者制度を考えたときに、考慮す

べき事項は何か。まず、評価される対象

が多いのか少ないのかです。TOEICや

TOEFLのように非常に多くの人を評価

するケースもあれば、製品や原子力の安

全性を評価するという、対象が非常に少

ないケースもあります。また、評価方法や

能力水準が時代とともに変わってきます。

これも考えるべきことだと思います。ISO 

9001や14001も初版の頃に比べて、今

の要求のほうが、はるかにレベルが上に

なっています。

ISO 9001や14001の要求が自体とと

もに変わってきていることを数式で示す

図表３ 第三者評価制度を考えるうえでの重要なポイント②

第三者評価制度が信用、活用される要件

a. �評価方法 𝑌=𝑓( 𝑦1,…,𝑦𝑝 )、要求水準 𝑌≥𝐿 が関係者、社

会の要請と合致している

b. 納得しうる評価になっている

 • �同じ対象に同じ評価 ( 𝑌≥𝐿 かどうか、同じ評価値 𝑌  )

となる

 • 信頼できる人が評価している

c. 評価によって対象が識別されている。

 • 合格 / 不合格が一定数存在

 • 点数評価

d. 関係者、社会がその第三者評価の効用を知っている

第三者評価の制度設計で考慮すべき事項

評価される対象の数：	 少数，多数

評価方法、要求水準の時代に伴う向上：	 小，大

要求水準の時代に伴う向上の有無

① 次元 𝑦1,…,𝑦𝑝 の拡大：ISO 9001

	 𝑌=𝑓1987 ( 𝑦1,…,𝑦𝑝 ): 品質保証

	 𝑌=𝑓2000 ( 𝑦1,…,𝑦𝑝,𝑦(𝑝+1),…,𝑦𝑞 ): マネジメントシステム

	� 𝑌=𝑓2015 ( 𝑦1,…,𝑦𝑝,𝑦(𝑝+1),…,𝑦𝑞,𝑦(𝑞+1),…,𝑦𝑟 ): 事業での

自律的運営

② 要求水準 𝐿 の上昇 : 測定精度

	 𝑌=𝑓( 𝑦1,𝑦2 )≥𝐿1980: 材料強度

	 𝑌=𝑓( 𝑦1,𝑦2 )≥𝐿1995>𝐿1980:

	 𝑌=𝑓( 𝑦1,𝑦2 )≥𝐿2015>𝐿1995>𝐿1980:

③ 大きな変化なし：英語能力

	� 𝑌=𝑓( 𝑦1,𝑦2,𝑦3,𝑦4 )：試験方法は変わるが能力評価は変

わらない

^
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ISOマネジメントシステム認証というの

は、対象の数が10４のオーダーなので、そ

のちょうど中間くらいの規模です。一方、

要求水準も原子力の安全性評価ほど変

化はしてこないのですが、かなり変化をし

てきています。また、次元も大きく変化して

きています。ですから、社会に対して、そ

の評価内容を知らせないといけませんし、

要求水準も次元も大きく変わってきてい

ることも発信しなくてはなりません。さらに、

ISOマネジメントシステム認証制度は、マス

（集団）を相手にしていますから、公平制

が担保されないと社会は信用してくれま

せん。このように考えると、MS認証制度と

いうのは、結構むずかしい要件を抱えて

いることが分かります。

と、要素を表す小文字のyがどんどん増え

ています。例えば、ISO 9001の場合、初

版である1987年版は、狭義の意味での

品質保証の規格でした。お客様の要求

に合致していることを保証することが主眼

です。これが2000年版になると、マネジメ

ントシステムという新たな次元が出てきまし

た。さらに、2015年版では、事業への組み

込みと自律的な運営がかなり意識されて

います。つまりＩＳＯ 9001は、大きな改訂ご

とに次元数がどんどん増えているのです。

今度は、材料強度の測定精度の要求

水準を見てみましょう。1980年代に比べ、

1990年第は一桁上の精度の保証が要

求されています。2000年代になると、さら

に一桁上が要求されています。これは、

精度の測り方自体は変わらないのです

が、要求水準が変わっていくケースです。

では、英語能力の場合はどうでしょう。

私程度の英語能力では分からないので

すが、多少レベルは変化しているでしょうけ

ど、基本的な試験方法などは変わってい

ないですし、変える必要もないと思います。

いくつかの第三者評価制度を対比して

考えてみました（図表４）。例えば、日本の

英語能力評価の制度であれば、対象の

数は、日本では104〜106くらいでしょう。で

すが、要求水準はあまり変わりません。こ

れについては、社会が評価を納得してお

り、段階的評価を実施しています。製品評

価や分析・測定精度の場合は、対象の数

が10２から105くらいで、要求水準自体はど

んどん変わってきています。これは、次元数

というより、要求水準が変わってきていま

す。先ほど例で挙げました原子力の安全

性評価は、非常に少数を対象にして、要

求水準の変化は非常に大きい。社会は、

評価そのものがどのような技術で成されて

いるかということは分からないのですが、信

頼できる評価者を集めて評価を行ってい

るということで、安心感を得ています。

図表５ 認証件数から見た認証制度の信頼性

図表４ 第三者評価制度の比較



34 アイソス  No.259  2019年  6月号

社会から信頼されるMS認
証制度をめざして

MS認証制度が社会から信頼されるに

はどうすればいいか。「信頼される」という

のは、認証を取っているかいないかによっ

て、それを認識して、行動を変えていると

いうことです。例えば、ISOのお墨付きが

あるあの会社なら間違いないと言って行

動を変える、環境に配慮した経営を行っ

ているので積極的に融資する、認証を商

機やビジネスの条件にする、認証取得の

有無を供給者選定の一次条件にする、

認証取得の有無で書類選考のやり方を

変える、などがあるでしょう。ちなみに、限ら

れた範囲ながら、このあたりのデータをきち

んと取ったのが、今回のWG1の取り組み

です。お楽しみに。

では、認証制度がどれくらい信頼され

ているのか。これは私が毎年基調講演

で紹介している、ISO Surveyから持って

きたデータです（前頁図表５）。上がISO 

9001、下がISO 14001の認証推移のグ

ラフです。それぞれグラフの右軸が日本、

左軸が世界の認証件数です。ISO 9001

の日本の推移を見ると、2006年を頭打ち

に徐々に下がってきて、ここ数年は下げ

止まっているように見えます。日本はISO 

9001は約5万、ISO 14001は約2万5千

の認証があり、何かの価値があるからこれ

だけの件数が継続しているのだと思いま

す。この図表の右側には先進国とそれ以

外の国々の状況が記載されていますが、

ISO 9001は先進国では減少しており、

それ以外でも頭打ちの状況です。ISO 

14001は先進国で頭打ちですが、それ以

外ではまだ増加傾向にあります。

先ほど私は第三者評価制度が信用、

活用される要件を４つ挙げましたが、これ

をMS認証制度に当てはめて考えてみま

した（図表６）。aの規格そのものが社会

の相場感と合致しているかどうかについ

ては、私は合致していると思います。作る

側の思い入れもあるかもしれませんが、自

図表６ 社会から信頼され活用されるMS認証制度のために考慮すべき事項

図表７ 日本企業の品質マネジメントシステム能力分布の概念図

ていると私は思います。dの関係者が第

三者評価の効用を認知しているかにつ

いては、概念図を書いてみました。

これは、日本企業の品質マネジメント

システム能力分布の概念図です（図表

７）。横軸に組織数、縦軸に大文字Yの

全体能力を取りました。日本の事業体の

数は、総務省の統計によると、個人事

業主も含めてだいたい５百万（5×10６）

ですから、それを横軸に取りました。ISO 

9001の認証件数は5万のオーダーです

から、5×10６の中の5×10４ということにな

ります。ISO 14001になるとこの約半分

律的にきちんと使えば、社会が信頼し得

るに十分な基準になっていると私は考え

ています。ただ、きちんとした運用をしない

と話は違ってきます。「うまく運用すれば」

が前提になります。bの社会で納得し得

る評価になっているかどうかについては、

一定レベルの納得性は得られているので

すが、十分ではないと考えています。cの

評価によって対象が識別されているかど

うか、つまり、ISO 9001/14001の認証を

取得している組織とそれ以外の組織が

社会としてきちんと識別しているのかどう

かについては、ゆるやかな識別にはなっ

a.	� 規格：評価方法 𝑌=𝑓( 𝑦1,…,𝑦𝑝 )、要求水準 𝑌≥𝐿 が関係者、社会の要請と

合致しているか？ YES

	 • �附属書 SL によるマネジメントシステム規格の共通化

	 • �うまく運用すれば、社会の信頼を獲得しうる基準文書

b.	関係者にとって納得しうる評価になっているか

	 • �一定レベルの納得性は得られているが、十分ではない

c.	評価によって対象が識別されているか

	 • �5×106 から 5×104 へのゆるやかな識別になっているが、能力が上位の

5×104 を識別しているわけではない

	 • 段階的評価になっていない

d.	関係者、社会による第三者評価の効用認知
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になります。

ISO 9001の要求水準の変化を概念

図で示すとこのような感じになります（図

表８）。1980年というマネジメントシステムの

第三者評価制度がなかった時代から始

まり、能力全体の分布は社会の中でこの

ように向上しているはずです。私が子ども

の頃の母の一言「このテレビは当たりだっ

た」を思い出します。「当たり」があるという

ことは、消費者は「外れ」があることを認識

しているということです。今どき外れのテレ

ビなんか、まずないですね。つまり社会全

体として、能力が徐々に上昇してきている

わけです。最初にISO 9001が出た1987

年に、ポンとレベルが上がります。2000年

版が出たときは、先ほど示したように小文

字ｙの要素が増え、次元数が増え要求水

準が上がります。2015年版が出たときに

は、さらに上がります。このように要求水準

が上がっているのなら、それを社会に向け

てどんどん実証することが社会全体の活

性化につながると思います。

cの評価によって対象が識別されてい

るかどうかについては、10６から104へのゆ

るやかな識別になっています。では、104

のQMS認証組織よりも上の能力水準を

考えますと、品質ではデミング賞があり、

環境では環境経営度ランキングがありま

すが、デミング賞の受賞企業数は全部で

200ちょっとくらいですから、100のオーダー

なので10２です（図表９）。日本全体で106

の組織があり、ISO認証組織は104で、デミ

ング賞受賞組織はさらにその百分の１で

すから、ちょっとステップが開きすぎです。も

う少しその間を埋める何かがあれば、志の

高い組織であれば、その何かを目指してい

くでしょう。ただ、その何かをISOなどの公

平な認証制度の方法で設計できるかとい

うと微妙です。万のオーダーですと、公平

性・一律性が重要になってきますが、その

上になりますと、もう少しゆるやかな第三

者評価制度でもいいのではないかと考え

ています。

dの認証の効用の認知についてです

が、現状と今後の目指す道を探っている

のがまさにWG１の活動です。さらに、昨今

の不祥事、それを他山の石として、そこに

潜んでいる共通的な原因を探し、それを

マネジメントシステム認証制度でどう防止

していくか、これについてはWG2で取り

組んでいただきました。

2018年度マネジメントシス
テムシンポジウム

今年のシンポジウムはWG1とWG2、こ

の２つのグループにしました。１つは社会

でどうなっているのか、実態はどのように

なっているのか、現状把握しようというの

が第一歩です。その次に第三者評価へ

の対応についてです。不祥事について

も、いろんなことを考えないといけません。

ですが、ここでは特に、どのような能力が

重要なのか、そして認証制度としてどのよ

うな取り組みをすべきなのか、認証制度

を着眼点として議論をしております。例年

そうなんですが、今年もかなりおもしろい

結果が出ていると思いますので、お楽し

みに。

以上で、私の講演を終わらせていただ

きます。どうもありがとうございました。

図表８ ISO 9001の要求水準の変化の概念図

図表９ 段階的評価の到達度の目安
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はしておりますが、それを１年間で一気に

やり終えるというのはなかなかむずかしく、

いろんなステップを踏む必要があると考え

ており、１年目の今回は次の２つの点に

ついて取り組むことになりました。１点目は

「ISO 9001等のMS認証制度が社会で

どのように活用されているか、その実態が

どうなのか」、２点目は「さらなる活性化を目

指すにはどのようにしたらよいか」です。こ

の２点について、その課題と方向性に関し

て皆さんと共有し、このあとのバネルディス

カッションを通じて議論を行い、さらにレベ

ルアップしていければと思っております。

この図（図表１）は「ISO 9001認証制

度の意義」をまとめたもので、すでに飯

1. WG1の目的とアプローチ

みなさんこんにちは。東海大学の金子

です。WG1の副主査として、研究会の成

果について報告させていただきます。タイ

トルは「ISOマネジメントシステム認証制

度の活用の実態と活性化」です。世の中

における認証制度の活用の実態がどう

なっているかということを、データできちん

と測って素直に見てみることで、もしかす

ると今まで思いもしなかったような活性化

に向けたヒントが得られるのではないかと

考え、取り組んできた次第です。

WG1の目的は、「MS認証制度の活用

の活性化に向けて」を最終的なゴールに

   特集 第7回 JAB マネジメントシステムシンポジウム全講演録

  講演者 ： 東海大学 情報通信学部 経営システム工学科 准教授 金子 雅明 氏

図表１ ISO 9001認証制度の意義（23頁図表４の再掲）

Part 4 JABマネジメントシステム研究会 報告
WG1	 ISOマネジメントシステム認証制度の活用の
	 実態と活性化 〜ISO 9001を中心に〜

東海大学 情報通信学部
経営システム工学科 准教授 金子 雅明 氏

WG1メンバー：
（五十音順、敬称略）

五十嵐 誠	 （組織）
小山 義正	 （学生）
小島 康	 （組織）
金子 雅明	 （学識経験者/	
	    副主査）
長瀬 健⼀郎	 （認定機関）
長谷川 瑠沙	 （認定機関）
舟木 敦	 （組織）
古谷 由紀子	 （コンサルタント）
前田 京子	 （組織）
栁舘 亮	 （組織）
山田 秀	 （学識経験者/
	    主査）

目次

1. WG1 の目的とアプローチ
2. �「能力証明」に関する活用実態
    調査
3.	保険・融資の実施状況調査
4.	学生へのISO 9001意識調査
5.	まとめ
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あるいは、BtoBであれば、提供組織が

取引先の顧客組織に対して直接訴求す

ることもやっていくべきでしょう。その結果

として、顧客組織から見たときに、提供組

織の存在価値をある程度向上できると思

います。

さらにこの図の左上には金融機関があ

りますが、融資する側としては、融資先と

なる組織の査定をきちんと行わなければ

ならないので、そのスクリーニングの要素の

１つとして認証が活用できるのではないか

と思います。ですから、組織が金融機関

側に認証を訴求することによって、保険

料の割引とか、円滑な資金調達などが可

能になり、その結果、ビジネスが活性化す

ると考えています。

今度は図の左下の矢印ですが、今ま

では提供組織の自社の能力証明の活用

という話でしたが、その提供組織に材料

を供給している供給者に対しては、供給

者が有するISO 9001認証書をその会社

の能力証明として活用することも、当然で

きるわけです。それも結果として、ビジネス

の活性化につながると考えています。

では、実際に実態調査としてどんなこと

してどのように思っているのか、といったイ

メージ調査をしてみました。

この図は、その調査を始めるにあたっ

て議論したことをまとめたものです（図表

２）。先ほど言いましたように「能力証明」

にフォーカスを当てており、能力証明にお

いて「どんなふうに活用して欲しいのか」、

そのあるべき姿を整理してみました。供給

者→提供組織→顧客組織→消費者・社

会という流れの中で、まず「提供組織」の

立場で考えると、ISO 9001認証書という

ものを持っていますが、これをキラリと光ら

せる、つまり認証結果の活用とその活性

化のためにはどうすればよいか。

一つの活用の仕方としては、直接消

費者・社会に訴求して伝達するというや

り方があるでしょう。これによって、理想と

しては、企業としての認知度や信頼性や

イメージが向上し、さらに消費者・社会に

とっては、良質な品物が入手可能な状態

になるという効果があると考えられます。そ

うなれば、購入が促進され、さらに顧客組

織は提供組織の、提供組織は供給者の

価値を認めて、調達を拡大するようにな

るでしょう。

塚理事長から説明があったとおりです。

認証制度の活用目的には「能力証明」と

「能力向上」の２つがありますが、「認証

の副次効果としての能力向上」ですか

ら、能力証明がない中での能力向上は

むずかしいということになります。そこで１

年目は、この図の赤い線で囲ってある部

分、「能力証明（認証結果の利用）」に

フォーカスしました。

例えば、提供組織にとっては、認証を

取ることによって、ある一定レベルのQMS

能力、製品品質を持っていることを訴求

できますし、QMSの透明性を確保でき

ていることをアピールできます。購入者に

とっては、供給組織を選択するときの質･

効率を向上することになります。あるいは

山田主査が述べておられたように、金融

機関や保険会社は、資金援助や料率設

定のために企業評価を行うプロセスがあ

りますが、この能力証明を使うことによっ

て、支援対象者の選択の質･効率を向

上することができます。そして、社会に対

する効用については、今回は学生を例と

して取り上げて、ISO 9001を知っている

か、ISO 9001の認証を取った企業に対

図表２ 「能力証明」における活用モデル
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をやったのか。大きく３つのことを行いまし

た（図表３）。１番目は、今回の調査のメイ

ンとなる「「能力証明」に関する活用実

態調査（Webアンケート）」です。目的は企

業・組織における認証結果の活用の場

面とその活用方法を調べることです。対

象はISO 9001の認証組織で、206名か

ら回答を得ています。調査内容は、認証

意図と効果のギャップ、外部への公表、

供給者選定時の活用などです。２番目と

３番目の調査は、１番目を補完する内容

です。２番目は、「保険・融資の実施状況

調査」です。これは、認証結果に対して、

保険･融資においてどのような優遇処置

が実施されているかという調査です。３番

目は、「学生へのISO 9001意識調査」

です。ISO 9001についてどれくらい知っ

ているかを２つの大学の学生を対象に

調査させていただきました。

２. 「能力証明」に関する活
用実態調査

メインである１番目の調査の概要です

（図表４）。調査対象は、ISO 9001の認

証を取得している製造業において、品質

管理、品質保証またはISO 9001事務局

を担当しておられる方です。実施時期は

2ヵ月前の2019年1月初旬です。回答方

式はウェブによるアンケートで、原則、選択

式ですが、一部記述式もあります。個人

単位での回答で、206名に回答いただき

ました。

質問内容については、先ほど紹介し

た活用モデルをベースにして設定させて

いただきました（図表５）。１番目が、ISO 

9001活用の意図と効果、効果が実感で

きない理由を問う３項目です。２番目が、

外部伝達への活用方法と効果、効果が

実感できない理由を問う３項目です。ここ

で言う「外部」とは、提供組織にとっての

外部、つまり、顧客組織、消費者、金融機

関などを意味しています。3番目が、購買

･調達での活用についてで、先ほど紹介

しました活用モデル図の左側にフォーカス

した質問です。供給者選定で活用してい

るか、活用しない理由は何か、購買品の

図表３ 実態把握のためのアプローチ

1. 「能力証明」に関する活用実態調査（Webアンケート）
	 ■ 目的：提供組織における活用の場面とその活用方法
	 ■ 対象：ISO 9001 認証企業 (206 名 )
	 ■ 調査内容：認証意図と効果のギャップ，外部への公表，供給者選定時の
		  活用など

２． 保険・融資の実施状況調査
	 ■ 目的：事業支援（保険・融資）の実施状況の把握
	 ■ 対象：融資（銀行）1 社、保険 28 社の HP、パンフレット
	 ■ 調査内容：保険・融資における優遇処置の有無について

３． 学生へのISO 9001意識調査
	 ■ 目的：ISO 9001 に対する消費者・社会の意識の把握
	 ■ 対象：大学生（A 大学 186 名、B 大学 102 名、合計 288 名）
	 ■ 調査内容：ISO 9001 の認知度合い、抱くイメージについて

図表４ 調査概要

調査対象者：
	 ■ ISO 9001 認証取得している製造業の方
	 ■ 担当業務が品質管理／保証、ISO 9001 事務局

実施時期：
	 ■ 2019 年 1 月初旬

回答方式：
	 ■ Web によるアンケート
	 ■ 原則、選択式 ( 一部記述式あり)
	 ■ 個人単位で回答

図表５ 調査内容（12問）

ISO 9001活用の意図と効果
	 ■ 認証取得の意図	 (Q1)
	 ■ 認証取得の効果	 (Q2)
	 ■ 効果が実感できない理由	 (Q3)
□ 実施時期：
	 ■ 外部伝達での活用方法	 (Q4)
	 ■ 外部伝達の効果	 (Q5)
	 ■ 効果が実感できない理由	 (Q6)

購買・調達でのISO 9001認証の活用
	 ■ 供給者の選定での活用	 (Q7・Q8)
	 ■ 供給者選定で活用しない理由	 (Q9)
	 ■ 購買品の受入・定期的な評価での活用	 (Q10)
	 ■ 業務委託での活用	 (Q11)

ISO 9001認証取得で得られるメリット	 (Q12）
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は全体の約４割です。認証取得経過年

数では、30年という“ツワモノ”もいらっしゃ

いますし、2015年版から認証を取ったとい

う会社もあって多様です（図表８）。今回

の調査は製造業が対象ですが、製造品

目は多様で、さまざまな業種から調査でき

ていると思います。

では、調査結果を見てまいります。時

間の都合上、すべては紹介できませんの

で、いくつか興味深い点をピックアップし

て説明させていただきます。

Q1は、認証取得の意図についてです

から１つを選択するというやり方で、項目

リスト１から５のすべてに回答してもらいま

す。質問は１から12まで用意しました。今

回は時間も限られていますので、主要な

結果だけを紹介したいと思います。

回答者の属性についてです（図表

７）。年齢につきましては、就業者分布と

ほぼ同様で、20代から60代まで幅広く回

答いただきました。従業員数は、数人ほど

の小さな会社から二十数万人という非常

に大きな企業まで幅広く聞いています。

従業員数300人以下の中小企業の割合

評価での活用や業務委託での活用につ

いて聞いています。そして、４番目に、一般

的に認証取得で得られるメリットは何かを

聞いています。

今回はウェブ調査で行っています。質

問１では認証取得の意図について、該

当するものを１つずつ選んでいただきます

（図表６）。例えば、質問１の項目リストの

中の「1. 顧客が求める製品仕様を満た

す製品を提供する能力があることを示す」

に対して、選択肢リストの「1. 非常にあて

はまる」から「5. 全くあてはまらない」の中

図表６ 質問の例

図表７ 回答者の属性 図表８ 認証取得経過年数と製造品目
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（図表９）。項目リストは５つです。各項目

に対する回答の帯の中で、青色が「非

常にあてはめる」、橙色が「あてはまる」で

す。これを見ていただくと、どの項目につい

ても大体８割程度の方が取り上げた意図

であると回答しています。この割合の大き

さには、良い意味で驚きました。

Q2は、認証取得の効果についてです

（図表10）。これについても、大体８割

程度の方が効果を実感していると回答し

ています。この結果についてWG1では、

「実感しているからこそISO 9001の認

証を継続しているのだろう。認証を取得し

ていない組織、あるいは認証を取得した

けれども後で辞退した組織は、認証の効

果を感じていないかもしれない。そういっ

た組織との差も見ないと、明確な結論を

出せないのではないか」という議論もあり

ました。その一方で、認証を取得した組織

においては、認証取得１年目から30年目

の組織までいろいろ含まれていますが、そ

の多くが認証取得の効果を感じていると

思われます。

Q3は、効果を実感できない理由です

（図表11）。「CSに直接繋がらないから」

が５件、「認知度が低いから」が４件、「解

釈が困難だから」が３件と、件数としては

少ないですが、こういう回答がありました。

「解釈が困難だから」というのは昔から

言われています。先ほど山田主査の話で

もありましたが、2015年版でより一層求

められるレベルが上がり、その解釈も難し

くなった面もあるのでこういう結果が出た

図表９ Q1:ISO 9001の認証取得の意図

どの項目についても、８〜９割の人が
取り上げた意図であると回答。

図表10 Q2：ISO 9001の認証取得の効果

効果についても、Q１と同じように、
８〜９割の人が実感している結果となった。

図表11 Q3：効果を実感できない理由（件数）

【その他の意見（抜粋）】
1. �MS認証の限界？ ：製品不具合がいくら発生しても仕組みがあれば問題ない

みたいで、個々の製品品質を謳った規格ではないから（1件）。
2. �認証制度の信頼性 ：会社は審査で指摘を受けない事を美徳化しており、審

査員もそれに気付いていながら見て見ぬ振りをしている。それではせっかくの
品質マネジメントシステムも意味がない（1件）。



 

アイソス  No.259  2019年  6月号 41

のではないかと個人的には想像していま

す。「CSに直接繋がらないから」について

は、能力証明として直接顧客満足度に

繋がるかどうかはなかなか難しいところが

ありますので、これはどちらかと言うと能力

向上の課題ではないかという議論もありま

した。その他の意見も掲載していますが、

これはそれぞれ１件の意見です。

この図は、Q1の認証取得の意図と、

Q2の認証取得の効果とのギャップの程

度を示したものです（図表12）。Q1とQ2

の差がゼロであれば、「期待どおり」とい

うことで、青色で示しています。その差が

プラスであればあるほど帯グラフの左側

へ、マイナスであればあるほど右側へ移行

します。この結果を見ますと、５つの項目

すべてで、「期待どおり」以上が75%を占

め、高評価でした。若干気になるのは、２

番目の「定められた手順に沿って工程を

実施していることを示す」の項目の黄色

の部分が少々多くなっていることです。

Q4は、外部への伝達です（図表13）。

外部への伝達を「している」が青色で、

「していない」が橙色です。これを見ます

と、想定した活用方法での情報伝達は

かなり実施しているようですが、５つの項

目の一番下は、青色が少なくなっていま

す。これは「銀行や損害保険会社などの

金融機関に対して、優遇措置を受けるた

めにISO 9001の認証取得を提示してい

る」という項目です。こういう優遇措置があ

るということが、あまり認知されていないの

で、今後の活用の余地があるのではない

かというヒントが得られました。

Q6は、外部への伝達の効果を実感で

きない理由を示しています（図表14）。一

番多いのが「顧客満足向上に直接繋が

らないから」で、その次が「優遇されること

がないと考えているから」でした。もしかす

ると、本当は優遇されるにもかかわらず、

優遇されると思っていないから効果を実

感できない人も多分に入っているのでは

ないかと我々は思っており、そこに活用の

図表12 意図と効果のギャップの程度

• すべての項目で期待通り以上が75%以上と高評価
• 「定められた手順に従って・・・」の効果を若干、不安視しているところがあるの
  ではないか。

図表13 Q4：外部への伝達

• 想定した活用方法での情報伝達をかなり実施している。
• �選択肢５の金融機関からの優遇措置があまり認知されていないので、活用の
余地はあるのではないか。

図表14 Q6：効果を実感できない理由（件数）

【その他の意見】
• �今は、9001の看板は至る所にあり、特別感もない。



42 アイソス  No.259  2019年  6月号

余地があると考えています。

次の図は、外部への伝達の効果と実

感とのギャップの程度を示しています（図

表15）。５つの項目の中で効果の実感が

低いのが２番目の項目「製品カタログ、企

業HP、CMなどの媒体に、ISO 9001の

認証取得を記載している」です。不特定

多数に向けた訴求方法は、他の訴求方

法に比べて効果を感じにくいということで

しょう。一方、先ほども取り上げた５番目の

項目である金融機関への訴求は、効果が

一番実感できています。

Q7は、購買･調達での供給者の選定

時の考慮についてです（図表16）。この

結果を見ると、「代用としている」、つまり

ISO 9001の認証を取っているなら供給

者として選定するという人は全体の8%く

らいであり、一方で認証取得を選定時に

全く考慮していない人も同じくらいの割合

でいます。また、５割以上が何らかの形で

ISO 9001認証取得を考慮しています。こ

の数字を多いと見るか、少ないと見るか

判断が悩むところですが、現時点で50%

ならまだまだ“伸び代”はあると考えること

もできます。

今度は、具体的に選定の際にどんなと

ころを評価しているのか、いろいろな選択

肢を設けて、回答していただきました（図

表17）。この図の中で、考慮を「非常にし

ている」（青色）と「している」（橙色）の割

合が高い項目を赤色で囲っています。「認

証を取得している場合には、製品品質が

高いものとして扱う」という項目が一番考

図表15 狙いの効果と実感のギャップの程度

• �選択肢２の不特定多数に向けた訴求方法は効果の実感が、他の訴求方法
に比べて低い。

• �金融機関への訴求は効果が一番実感できている。

図表16 Q7：供給者の選定時の考慮（全体的状況）

• �完全に代用としている人が7.8%、一方で全く考慮していない人は8.7%で
あった。

• �50%以上は、何らかの形でISO 9001認証取得を考慮している。

図表17 Q8：供給者の選定時の考慮（具体的）
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慮されています。続いて高いのが「認証

を取得している場合には、問題が起きた

場合などの対応能力が高いものとして扱

う」、そして「認証取得をもって、製造工程

や要員の条件を満たしていることの確認

材料の一つとしている」です。後者は、二

者監査の手間を考えると、認証をその一

部に代用しているということなのでしょう。

Q9は、購買･調達において供給者選

定を活用しない理由です（図表18）。これ

については回答数が少ないので慎重に

扱わなければいけないのですが、一番多

かったのが「供給者の業界で広まってい

ないから」（6件）で、その次が「信用でき

ないから」（5件）です。後者については、

もしかしたら審査の信頼性のことを言って

いるのかもしれません。このほか、「ルール

として決まっているから」「どこまで利用で

きるかわからないから」といった回答もござ

いました。

Q11は、アウトソース先企業のISO 

9001の認証取得の利用状況です（図表

19）。青色と橙色の割合が高いのが、赤

色で囲っている２つの項目です。１つは

技術力の評価の一部として、もう１つはク

レームの対応能力の評価の一部として

利用しているということです。また、Q8の

回答と比べますと、（材料や部品等を購

入する）供給者よりも業務等のアウトソー

ス先のほうが、わずかながら活用している

パーセンテージが高いようです。それはな

ぜかについては、これからさらに調査をし

なければならないと思います。

最後にQ12ですが、これはISO 9001

の認証取得のメリットについて回答いただ

きました（図表20）。青色と橙色の割合が

高い、赤色で囲った２つの項目に注目い

ただきたいと思います。ISO 9001の認証

取得が企業のプラスイメージになると70%

が回答し、企業の信用につながると63%

が回答しています。

図表18 Q9：供給者選定で活用しない理由

• �ISO 9001の活用状況に業界間の違いがありそう。
• �消極的な理由で使わないこともありそうなので、選定時に活用するメリットの
積極的な提示が必要か。

図表19 Q11：アウトソース先企業のISO 9001の認証取得の利用

• �技術力とクレーム対応能力に対する評価の一部として活用されている。

図表20 Q12：ISO 9001の認証取得のメリット

• �ISO 9001認証取得が企業のプラスイメージになる（７０％）。
• �ISO 9001認証取得が企業の信用につながる（６３％）。
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３. 保険･融資の実施状況調査

次は保険・融資の実施状況調査につ

いて説明します。この調査は、日本損害保

険協会に所属する26社に、チューリッヒ保

険とChubb損害保険を加えた26社を対

象に、2018年11月28日時点でウェブに掲

載されている商品パンフレットを調べ、ISO 

これまでの「能力証明」に関する活用

実態調査の結果をまとめたのがこの図で

す（図表21）。先ほども言いましたように、

企業から消費者・社会へのアピールという

のは、なかなか個々の企業の努力では効

果が感じにくいところがあるので、認証関

係者全体で取り組まなければならないと

考えています。また、審査の信頼性を向上

し、顧客の能力証明の価値を高めなけれ

ばなりません。金融機関の活用について

は、融資する側とされる側の双方であまり

知られていないので、その活用方法を提

示していく必要があるでしょう。さらに、審

査の信頼性を上げ、業界への働きかけを

行って、供給者選定での活用メリットを広

く知らしめなければならないと思います。

図表21 ISO 9001活用の活性化に向けて①

図表22 保険会社のPL保険の有無とISO 9001の優遇の有無
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9001等の認証制度に対する優遇処置が

あるかどうかをチェックしました。ただ、商品

パンフレットに掲載されていなくても、実際

には優遇処置を実施している場合もある

と聞いていますが、それについては、今回

は考慮していません。ですので、本当は今

から示す結果よりももっと良いのではない

かと推測しております。

この調査結果は、生産物賠償責任保

険（PL保険）とISO 9001の優遇処置の

有無を掲載しています（図表22）。これを

見ますと、大手の損害保険会社28社の中

で、PL保険を扱っているのが12社、4割

強であり、そのうち3社に関しては明確にパ

ンフレットで優遇処置があることを明記して

います。この結果に私たちは良い意味で

びっくりいたしました。先ほど述べましたよう

に、Q4で「優遇処置を受けるためにISO 

9001の認証取得を提示している」企業が

４割ございましたが、その４割の方々のほ

ぼ全員が期待通りの効果を実感している

ことは、非常に良いヒントを得られたのでは

ないかと考えております。また、この図の一

番下の保険会社では、PL保険の申込み

条件として、ISO 9001の認証を取得して

いなければなりません。こういった活用の

仕方もあることが分かりました。

実は医療機関に関する個別調査も行

いました。ある銀行では、ISO 9001の認

証を取得している医療機関に対しては、

規定の融資利率から割り引いてくれること

が明確に書いてあります。また、ISO 9001

の認証を取得している２つの病院にヒアリ

ング調査を行ったのですが、１つの病院は

「融資の優遇条件としては明記されてい

ないが、事業計画などを説明する時に認

証取得は高評価を得ている」としています

が、もう１つの病院は「医療事故賠償の保

険料については、認証取得の有無はあま

り関係していない」としています。これにつ

いても、医療機関ごとの活用はまちまちで

あり、活用の余地はまだまだ残っていると

受け止めています。

保険･融資の実施状況調査の結果を、

活用モデルの図で表してみました（図表

23）。左上に表示していますように、融資に

おける優遇処置はまだ一部しか見られな

いので、その理由を探り、拡大の施策を打

つことが必要ではないかと考えます。また

右上に表示していますように、調査対象の

保険会社のうち12社がPL保険を扱って

おり、その中の３社がISO 9001の優遇処

置を実施しており、残り9社がそのような優

遇処置の実施を確認できなかったので、そ

の理由を探り、優遇処置の拡大のための

施策を検討する必要があると思います。

４. 学生へのISO 9001意
識調査

最後に学生への調査です。これはドキ

ドキしました（笑）。もしかして認知度が1〜

2％、あるいは誰も知らないんじゃないかと

不安だったからです。ですが、調査してみ

た結果、この内容は皆さんに提示しても

恥ずかしくない内容になったのではない

かと思っております。

この調査は質問紙によって行いました

（次頁図表24）。対象が学生なので、簡

単な質問内容になっています。

Q1は、ISO 9001についてどれくらい

知っているかについて、Q2は、認証取得

企業に対するイメージについて聞いてい

ます。

今回、どうして学生を対象に調査をし

たのかと言いますと、一つには、学生は

これから企業に就職していくので、企業

の方々にとっても、学生がどのようにISO 

9001を見ているかについて関心があるの

ではないかと思ったことと、もう一つは、学

生ももちろん消費者ですので、若い消費

者がどうISO 9001を見ているかを知りた

いということがありました。

Q1は、ISO 9001の認知度合いを調

べた結果で、２つの大学の結果を合わせ

図表23 ISO 9001活用の活性化に向けて②
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た集計です（図表25）。私は結構良い結

果だと思っています。なぜなら、30%以上

が、何らかの意味でISO 9001について

知っている、あるいは聞いたことがあるから

です。さらに驚いたことに、14.4%が国際

規格であることまで知っていることです。

今回は理系の学生を対象に聞いている

ので、ここまで知っているのだろうと推測し

ています。

大学別に集計も行いました。A大学より

もB大学のほうが、認知度が高くなってい

たのですが、これには理由がありまして、

B大学では経営システム工学科の１〜２

年生に聞いているので、マネジメントシステ

ムに対して多少の知識は持っていると思

われ、A大学では理系のいろんな学部の

1年生が集まる一般授業で聞いています

ので、B大学のほうがアドバンテージがあっ

たと考えられます。

Q2は、ISO 9001に対して抱くイメージ

です（図表26）。濃い青色が「分からな

い」、その隣の橙色が「特に気にしない」

なので、これは除外していただき、それ以

外で見ていくと、赤色の枠で囲っている

部分が、比較的多いイメージになります。

緑色が「品質管理がしっかりしている企

業」、グレーが「信頼できる企業」というイ

メージです。

今回は２つの大学の学生を対象にし

た調査しかしておりませんが、来年度以

降は、もう少し消費者に近い立場の方々

を対象に調査を実施することを計画して

おります。

今回の学生へのISO 9001意識調査

をまとめたのがこの図です（図表27）。当

初我々が想定していたよりも、ISO 9001

が知られていました。また、認証取得企業

に対して「品質管理ができている企業」と

いう良いイメージを持っていただいている

ので、これを裏切ってはいけないと感じま

した。今後は、このようなイメージが形成さ

れた背景の調査と、学生以外の消費者

に対する調査も継続して取り組むことを

考えています。

図表24 調査内容と方法

調査紙による調査
調査内容

Q1：品質マネジメントの国際規格 ISO 9001 について、あてはまるもの一つに
チェックを入れてください。
□ 要求事項や対象者などの内容まで知っている。
□ 国際規格であることは知っているが内容は知らない。
□ ISO 9001 という言葉を見たり聞いたりしたことがある。
□ 知らない。

Q2：ISO 9001 は認証制度として用いられます。認証取得企業に対して持つ印
象について、あてはまるものすべてにチェックを入れてください。
□ ISO 9001 がわからないので何とも言えない。 □ 特に気にしていない。
□ 信頼できる企業 □ 顧客第一で行動する企業 □ 社員に対して優しい企業
□ 品質管理がしっかりしている企業 □ 安定性や収益性が高い企業
□ 社会を牽引している企業 □ 経営システムがしっかりしている企業

図表25 Q1:ISO 9001の認知度合い

• �ISO 9001を聞いたことがある以上の人が30%以上。
• �国際規格であることに絞っても15%以上。

図表26 Q2：ISO 9001に対して抱く印象、イメージ

＊ ISO 9001を知っていた人のみ（87人）の結果
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5. まとめ

今回のWG1の活動のまとめです（図

表28）。この中で一番大事なことは、右下

にある「審査の信頼性の向上」です。これ

がなければ、活用もされませんので、審査

の信頼性を担保することが重要です。続

いて、左上の金融機関での活用につい

ては、まだまだ活用の余地はあると考えて

います。右上の消費者・社会へのアピール

については、今回の調査で意外によく知

られていることが分かりましたので、この部

分を攻めることでイメージを向上させ、それ

を顧客組織から提供組織に対して良い

影響を与えることができれば、認証制度が

より活性化するのではないかと思います。

さらに、提供組織から供給者についても、

同様のことが言えると考えています。

今後の課題としては、行政や自治体、

業界団体におけるISO 9001の活用、ある

いは認証制度の活性化のためにどのよう

な関与をすべきかといった議論も出ており

ます。また、今回の調査対象は認証取得

年数が0年から30年までの組織でしたが、

認証後に辞退した企業は認証の効果の

どこが感じられなかったのか、ということも

調査することで、さらに活性化のヒントが得

られるのではないかと考えています。

最後に、今後の調査計画についてで

す（図表29）。WG1では、まだまだやらな

ければならない調査が多々あると認識し

ており、それがここに書いたものです。例

えば、消費者、行政の受け止め方につい

ての調査、認証未取得または取得後に

辞退した企業への調査、業界ごとの活用

の仕方などについての深堀調査などを考

えています。そして、「能力証明」だけでは

なく、「能力向上」を活性化しないと最終

的にはビジネスにプラスの影響は及ぼしに

くいことから、「能力向上」への展開も考

えております。また、ISO 9001と同様に、

ISO 14001についても、その活用実態を

調査することも計画しております。

ご静聴ありがとうございました。

図表27 ISO 9001活用の活性化に向けて③

図表28 ISO 9001活用の活性化に向けて④

図表29 今後の調査計画

ISO 9001に関する調査計画
	 ■ ISO 9001 認証に対する消費者、行政の受け止め方についての調査
	 ■ ISO 9001 未取得、または取得後に途中で辞退した企業の理由の調査
	 ■ ISO 9001 の活用が盛んな業界を対象に、活用の仕方や工夫、その	
		  経緯についての深堀り調査
	 ■ 「能力証明」から「能力向上」の活用へ

ISO 14001での活用実態の調査
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発生しており、日本企業の品質の信頼が

揺らいでいるという状況です。実際、不祥

事を起こした組織の多くがISOの認証を

取得しています。そういった意味で、ISO

の認証の信頼性が揺らいでいるのではな

いか。世界でも同様な事例が起こってい

て、IAF（国際認定フォーラム）でも不祥

事対応の議論が始まっています。このよう

な背景から、不祥事事例に対して、ISO

認証制度において取り組むべきことを提

言したいと考えた次第です。

まずIAFの動きをご紹介します。IAF

の中で2018年3月に企業不祥事のタスク

フォースが立ち上がり、認証制度の中で

企業不祥事を抑止していこうという議論

が行われています（図表１）。この中で、

テクノファの須田です。よろしくお願いし

ます。私からはWG2の研究発表をさせて

いただきます。テーマは「不祥事事例に

対する認証制度における対応方法の提

言」です。WG2のメンバーをご覧いただく

と、業界関係機関の方が多いと思われる

でしょうが、この中の数名は、現在も組織

に所属していたり、または、ついこの間ま

で組織に在籍していた方々ですので、組

織の立場の意見も今回の発表に反映さ

れているとお考えください。

1. 研究テーマ選定の背景

研究テーマ選定の背景についてです。

ここ数年企業による品質不祥事が数多く

   特集 第7回 JAB マネジメントシステムシンポジウム全講演録

  講演者 ： 株式会社 テクノファ 取締役 コンサルティング事業部長 須田 晋介 氏

Part 4 JABマネジメントシステム研究会 報告
WG2	 不祥事事例に対する認証制度における
	 対応方法の提言

株式会社 テクノファ 取締役
コンサルティング事業部長 須田 晋介 氏

WG2メンバー：
（五十音順、敬称略）

小原 愼一郎	 （認定機関）
小森 秀司 	 （認定機関）
島田 尚徳 	 （認証機関）
須田 晋介	 （研修機関/
	   主査）
竹内 啓祐 	 （認証機関）
田辺 邦浩 	 （認定機関）
寺田 和正 	 （コンサルタント）
西尾 珠樹 	 （業界団体）
長谷川 武英 	（認定機関）
牧野 睦子 	 （認定機関）
山田 衛 	 （認証機関）

目次

1. 研究テーマ選定の背景
2. �不正行為は発見できるか
3. 不正行為は予防できるか
4. 不正行為は抑止できるか
5. 不祥事に求められるISO認証
    制度による対応

図表１ IAFの動き

IAF企業不祥事TFの議論ポイント
	 ■ 不正が確認された後、速やかに対応することである。
	 ■ 一時停止を行うには、根拠が必要である。
	 ■ 調査等アクションを公表することも重要である。
	 ■ �どのように情報を入手するか、どのように組織に確認するかは検討課題

である。
	 ■ �イタリア (Accredia) では不正の発覚の発端についての統計があり、

40％が内部告発で、20％が内部監査という結果の共有があった。
		  世界的に見ても、内部告発の割合は大きい。
	 ■ �一貫性を持ち、合理的に対応できるようにするためのプロセスが必要。

デシジョンツリーも有用である。
	 ■ （認定・認証）審査の設計及び研修訓練の設計は重要である。
	 ■ �IAF MD7（適合性評価機関に適用される制裁措置の整合性に関する

IAF 基準文書）を改訂する。
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2. 不正行為は発見できる
のか

はたして審査で不正行為を発見でき

るのでしょうか。故意による不正は、組織

ぐるみであろうと個人によるものであろう

と、審査で発見することはむずかしいとよ

く言われています。実際に、私どももその

ように思います。では、不正が常態化し、

組織側に不正をしている認識がない場

合は、審査で発見できる可能性はあるの

でしょうか。故意に不正を隠されるとむず

かしいですが、従来からやっていることを

今もやっているだけで、本人がそのことを

「不正」と思っていない場合です。そうで

あれば、審査で発見できる可能性がある

のではないか。

そこで、実際の不祥事事例の発生状

況を確認してみることにしました（次頁図

表３）。

この一覧の赤字部分を見ていきます

と、検査に関わる不正行為は、①検査

データを改ざんしている、②要求されてい

る検査そのものを実施していない、③要

求されている検査を手順通りに実施して

いない、という３つの傾向があることが分

かります。

がありました。

不祥事にもいろいろな種類があります。

大きくは「故意による不正行為の場合」

と「（重大な）過失による不正行為の場

合」があります。前者の例としては、昨今

話題になっておりますデータ改ざんがあり

ますし、後者の例としては医療過誤など

があります。では、WG2で研究対象とした

不祥事は何かというと、あくまでQMSに関

わり、かつ故意の不正行為による不祥事

です。

ISO認証制度における不祥事発生の

全体像として、このようなフロー図を描い

てみました（図表２の左側）。認証機関は

組織と認証契約を結び、審査を行い、組

織を認証します。認証された組織で不祥

事が起こると、認証機関は初動調査に入

り、続いて臨時審査を行って、一時停止

にしたり、場合によっては認証を取り消し

ます。一時停止にした場合は、その後追

加の臨時審査を行い、組織側の是正が

有効であれば、一時停止を解除します。

このような不祥事のもとの不正行為を、

審査で発見できるのか、予防できるのか、

抑止できるのか（図表２の右側）。この点

について、これから順番にお話をしていき

たいと思います。

今後の我々の議論と関係してくるのです

が、イタリアにおける不正発覚についての

統計において、40%が内部告発、20%が

内部監査で発見されているそうです。こ

のようなチェック機能をどう活かしていくか

というのも、１つの課題ではないかと考え

ています。

また、IAFでは現在、MD7（適合性評

価機関に適用される制裁措置の整合性

に関するIAF基準文書）をタスクフォース

主導で改訂しているところです。MD7とい

うのは、もともと認定機関が認証機関に

課す制裁措置なのですが、今度の改訂

では、認証機関が組織に課す制裁処置

についての議論も行われています。

今回のテーマを議論するにあたって、

まず「不祥事とは何か」を考え、不祥事と

は「企業が社会的制裁や社会的批判を

受けるようなコンプライアンス（法令遵守

≒社会的・道義的責任）違反」であるとし

ました。不祥事について、ISO規格の中

で何らかの定義があるかどうかを調べま

したが見当たりませんでした。ただ、品質

マネジメントシステムに関わる活動という

限定の中では、航空宇宙工業規格であ

るSJAC 9068A（2016年）の中に、「3.3 

不祥事 組織の品質マネジメントシステム

に関わる活動において、組織の社会的

信頼を損なわせるような出来事（例えば、

記録のねつ造や改ざん等）」という定義

図表２ ISO認証制度における不祥事発生の全体像と不正行為への対応
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そこでこれら３つに対して、不正を審査

で発見するためのアプローチを検討して

みました。まず「①検査データを改ざんし

ている」についてです（図表４）。検査プ

ロセスのアウトプットとして検査結果が出る

わけですから、この両者を比較するという

方法があります。審査のアプローチとして

は、検査成績書と実測値（生データ）を比

較する、あるいは、可能な限り検査現場に

おいて複数の担当者から検査手順をヒア

リングし、検査結果との差異を確認するこ

とで、不正を発見できないでしょうか。これ

は、アウトプットからその実施状況をみると

いうプロセス審査のやり方です。

続いて、「②要求されている検査そのも

のを実施していない」「③要求されている

検査を手順通りに実施していない」につい

てです（図表５）。検査プロセスへのインプッ

トとして、検査への要求がありますから、そ

の要求どおりに実施しているかどうかを比

較して検証するという方法があります。審

査アプローチとしては、検査要求事項と検

査実施状況を観察し、インプットに対するプ

ロセスへの対応状況を確認します。

このように見ていくと、非常に単純な審

査アプローチであり、「不正が発見できそ

うだな」という気がしてきます。ただ、WG2

の認証機関・認定機関のメンバーの方々

からは、このような審査アプローチには限

界もあるとしています（図表６）。

図表３ 最近の不祥事事例

図表４ 不正行為を発見する審査アプローチの検討①
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例えば、実測値（生データ）を改ざんさ

れたら発見できない、不正のあるプロセス

をサンプリングできるとは限らない、検査プ

ロセスだけに多くの時間はかけられない、

審査員の問題検出能力にも個人差があ

る、不正ありきという前提で認証審査は

行わない、指摘しても組織により適切に

処理されなければ不正は表面化しない、

というように、いろいろ限界はあります。

3. 不正行為は予防できるか

■「機会」「動機･圧力」「正当化」の３つ
に分類し共通内容を整理

審査で不正行為は予防できるでしょう

か。適切な審査を実施すれば不正行為

は予防することができるか、認証取得して

いる組織では不祥事は起こりにくいか、そ

ういったことが言えるのでしょうか。

これについては、不祥事事例の調査

報告書を確認しました。手順としては、ま

ず最近3年間でデータ改ざんに関わる不

祥事を起こした10社の調査報告書につ

いて、その中で示されている不正行為の

原因と対策を整理しました。次に、整理し

た原因と対策を、「不正のトライアングル」

の「機会」、「動機・圧力」、「正当化」の

3つに分類（図表７）。この分類した原因

と対策で共通的な内容を整理し、それを

図表５ 不正行為を発見する審査アプローチの検討②

図表７ 10社の「原因」と「対策」を「不正のトライアングル」に分類

図表６ 不正行為を発見する審査アプローチの限界

■ 実測値（生データ）を改ざんされたら発見できない。

	 → 特に組織ぐるみによる意図的な不正は極めて困難

■ 不正のあるプロセスをサンプリングできるとは限らない。

	 → 顧客クレームなどで顕在化していない場合はサンプリングが難しい。

■ 検査プロセスだけに多くの時間はかけられない。

■ �審査員の問題検出能力にも個人差がある。

→ 業務経験、検査の特性に対する理解度など。

■ �不正ありきという前提で認証審査は行わない。

■ �指摘しても、組織により適切に処理されなければ、不正は表面化しない。



52 アイソス  No.259  2019年  6月号

ISO 9001の要求事項と突き合わせた結

果から、期待される審査アプローチを検討

しました。例えば、「この共通的な内容は、

この要求事項と関係性が強いので、この

ような審査アプローチが有効ではないか」

といった議論を行ったわけです。

「不正のトライアングル」というのは、犯

罪学者・クレッシー（Donald R.Cressey）

が特定した、人が不正を行う際の3つの

要素である、「機会」、「動機・圧力」、「正

当化」を表したものであり、この3つが揃う

と不正が行われるとされています。簡単

な例で言うと、動機：借金でお金が必要、

機会：会社の金庫は管理がいい加減な

のでいつでも盗める、正当化：少しの間借

りるだけですぐに返すので別に悪いこと

じゃない、という３つが揃うと不正が起きる

というわけです。逆に、この3つのどれか１

つでも足りないと、不正が起きにくいと言

われています。

WG2では、10社の「原因」と「対策」を、

「不正のトライアングル」に分類し、共通

の内容を整理しました。まず「機会」につ

いてです（図表８）。不祥事事例に共通

する原因を挙げると、測定は手入力を要

する部分が多い、過去データへのアクセス

が可能、閉鎖的なスペースで実施されて

いた、経営レベルのチェック機能がなかっ

た、といった「不適切行為ができる環境

であった」、「内部統制の仕組みが十分

でなかった」、「人事が固定化していた」、

「品質保証部・課の地位が低かった」、

「品質に関わる設備投資が十分されて

いなかった」、「人的リソースが不足してい

た」、「現場と管理者層に距離があった」

などがありました。

続いて、「動機・圧力」です。「個人的

怠慢→測定が面倒であった」、「検査業

務に対するリソースが不足していた」、「不

正が常態化していた」、「品質管理よりも

製造、営業が優先されるという側面があっ

た」、「品質保証を軽視した過度な納期

遵守の姿勢であった」、「売上至上主義

に基づく収益重視に偏った経営であっ

た」、「工程能力に見合わない顧客仕様

に基づいて製品を受注・製造していた」、

「技術的議論が不十分なままで目標設

定していた」などが原因としてありました。

「正当化」については、「検査に失敗

していると認識し、問題であるとは思わな

かった」、「各検査員が技術的、経験的な

考慮に基づき、間違いないと判断し間引

きを行った」、「自社製品の品質に関する

過剰な自信と品質の信頼性に関わる試

験データを軽視する傾向があった」、「従

業員のコンプライアンス、品質管理の重要

性についての意識が低かった」、「経営

陣および開発本部の幹部による開発現

場に対する関心が低かった」、「従来やっ

ていて、これまでクレームはなかったため、

問題であるとは思わなかった」などが原因

としてありました。

■「機会」にポイントを絞り審査アプロー
チを検討

先ほど述べましたように、「不正のトライ

アングル」は、「機会」「動機･圧力」「正

当化」の３つが揃うと不正が発生するとい

う考え方ですが、逆に言えば、審査によっ

てその１つでも発生（出現）を防ぐことがで

きれば、不正の発生を防げる可能性があ

るということです。そして、審査という特徴

から、やはり客観的環境に位置する「機

会」の発生（出現）がもっとも予防できるで

あろうと考えました。そこで、「機会」にポイ

ントを絞り、不祥事事例の共通内容であ

る「原因」と「再発防止」に関連するISO

の要求事項を明確化し、期待される審査

アプローチを検討することにしました。

１つ目は、「不適切行為ができる環境で

あった」（図表９）。この原因に対して、「管

理体制を強化する」と「人為的な操作を

介在させないシステムを導入する」という

再発防止策を各企業は出しています。で

すから、これに対する審査アプローチとし

ては、「7.5.2」「7.5.3」「7.1.6」「9.1.3」を

みるべきではないかと考えます。

２つ目は、「内部統制の仕組みが十分

でなかった」（図表10）。例えば、内部監

査が機能していなかった。この原因に対し

図表８ 不正のトライアングル「機会」における「原因」と「対策」の共通的な内容
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て、「監査の強化を図る」という再発防止

策を講じています。これに対する審査ア

プローチは、当然「9.2」をみるという対応

になります。内部監査で、コンプライアンス

のプロセスを対象にしていることを確認し

ます。また、「4.2」で、コンプライアンスに対

する要求事項が明確になっているかをみ

ます。さらに、組織自体が規定した要求事

項に適合していることを監査しているか、

内部監査の独立性は確保されているか

を確認します。

３つ目は、「人事が固定化していた」

（図表11）。この原因に対して、企業は

「極端な権限集中が起こらないよう要員

を配置する」という再発防止策を施して

います。これに対する審査アプローチとし

ては、「5.3」で総務部門や経営層の審

査で人材活用方針を確認、「7.2」で人

事部門へのインタビューで配置転換の方

針や規則を確認、さらに「7.1.6」は先ほど

の繰り返しになりますが属人的な業務に

なっていないかを確認します。ここで我々

が議論したのは、大きな規模の組織でな

い限り、ローテンションを組んだり要員の

配置転換をしたりするのは容易ではない

ということです。やはり、そのプロセスのリス

クに基づいて「要員の配置転換」が実施

されているか、または「不適切行為ができ

ない環境」になっているかを確認するべ

きでしょう。

図表11 「機会」における共通内容・ISO要求事項・審査アプローチ③

図表10 「機会」における共通内容・ISO要求事項・審査アプローチ②

図表９ 「機会」における共通内容・ISO要求事項・審査アプローチ①
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４つ目は、「品質保証部・課の地位が低

かった」「品質管理・保証部門の独立性

が確立していなかった」「人的リソースが

不足していた」「設備投資が不十分だっ

た」（図表12）。これらに対する審査アプ

ローチとしては、「5.3」で品質保証部の独

立性を確認、「7.1.5」で監視または測定

の結果が妥当で信頼できるものであること

を確実にするために必要な資源を明確に

し提供しているかを確認、「9.3」で改善の

機会に関する決定･処置を確認します。

５つ目は、「現場と管理者層に距離が

あった」（図表13）。審査アプローチとして

は、「7.1.4」「7.4」「9.2」「9.3」において、

コミュニケーション体制をみていくことにな

ると思います。トップと現場との間や部門

間など、上下や横の関係のいろんなコミュ

ニケーションがあると思うので、幅広い視

点で確認していくことが大事ではないかと

考えます。

これまでずっと「機会」を対象にしていま

したが、最後は「正当化」から事例を持っ

てきました。６つ目は、「役職員のコンプライ

アンス意識が低かった」「従業員のコンプ

ライアンス、品質管理の重要性について

の意識が低かった」（図表14）です。審査

アプローチとしては、「5.1.1 f)」「5.1.2 a)」

「7.3 d)」で確認することになりますが、特

にコンプライアンス教育に関する実施状況

の確認は重要だと思います。

図表12 「機会」における共通内容・ISO要求事項・審査アプローチ④

図表13 「機会」における共通内容・ISO要求事項・審査アプローチ⑤

図表14 「正当化」における共通内容・ISO要求事項・審査アプローチ
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■共通的な審査アプローチ
今度は、不祥事事例個別の審査アプ

ローチではなく、共通的な審査アプローチ

というものを考えてみました。まずは、多面

的な情報の収集と検証のために、組織の

適切な階層、すなわち経営層、中間管理

層、現場担当者にインタビューを行う必要

があります（図表15）。QMS活動の階層

間の繋がりや整合性を確認するという意

味で、経営層、特にトップには直接インタ

ビューを行い、品質についての考え方を

聞き、リスクを踏まえた品質目標およびそ

の他の取組みを確認していく。また、現場

では適切な当事者にインタビューを行い、

リスクへの取組み状況について上からの

繋がりを踏まえて、どのような取組みを実

施しているかを確認する。ISO審査では、

一般的に課長クラスに多くの時間を取り、

経営層への時間配分が少ないということ

が、よく言われています。やはり経営層の

審査にもしっかり時間をとって現場との繋

がりをみていくことが重要で、これは何も

不祥事対応だけでなく、審査一般で重要

なアプローチだと思います。

もう１つの共通的なアプローチは、審

査で発見したリスクへの言及です（図

表16）。不正のトライアングルの中の「機

会」に懸念があるとすれば、この懸念か

らAudit Trail（監査証跡）を特定しま

す。すなわち、不正の「機会」によるリス

クが顕在化する箇所を特定し、リスクが

管理されていることを確認していきます。

当然不適合レベルの事象があれば「不

適合」を指摘します。不適合とまで指摘

できない場合であっても、例えば、「不正

が起こる状態が見受けられる」、「いろん

な作業プロセスが属人的な管理になっ

ている」、「内部監査が有効に機能して

ない」といったところが発見されれば、そ

れを審査報告書の中でしっかりと示して

いくことは、非常に大事なことではないで

しょうか。

図表15 共通的な審査アプローチ①

図表16 共通的な審査アプローチ②
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順」には、「機関は、故意の虚偽説明が

判明した場合の処置について、自機関内

の手順及び組織との契約書に明記する

など、事象発生時の対応方針と手順を

明確にしておく」と書いてあります。組織

が不祥事を起こしたら、現行の認証制度

でのルールでは、すぐに認証が取り消さ

れたり、一時停止になるのではなく、あらか

じめ契約書で決めておく必要があります。

「5.2 機関の処置」では、認証機関は認

証を取り消した場合は、その情報をJAB

に連絡するとともに、それを公表すると書

いています。「5.3 申請の受理の制限」で

は、「認証を取り消した機関のみならず、

他の機関も認証申請を受理しない」とし

ています。この項目にはさらに「申請を受

理しない期間は、通常１年程度必要と想

定される」と書いてあります。このように、こ

の指針は不正行為抑止の有効な対応で

はないかと思います。

続いて、組織不祥事への認定･認証

機関の対応についての報告書について

です。これはJABとJACB（日本マネジメン

トシステム認証機関協議会）の有志が集

まって検討し、発表したものです。検討課

題は、1.MS認証機関の組織不祥事対

応プロセス、2.組織不祥事に対する情報

公開･公表への対応、3.組織不祥事を通

じて得られた審査教訓の水平展開、4.談

合問題の４つです。

■審査アプローチの限界
このような不正行為を予防する審査

アプローチにも限界はあります。規格要

求事項の適合判断の一般的な解釈から

「不適合」と指摘することが難しい、これ

が最も多いケースかと思います。観察事

項で指摘しても、その対応は組織に委ね

られ、確実に直していただけるわけでは

ありません。また、機密事項である顧客要

求価格や納期などの経営情報は、審査

で通常アクセスできません。さらに、生産

能力を超えるトップからの指示があったと

しても、審査でそれを聞き出すことは難し

いものです。こういった意見が我々のグ

ループの中から出てきました。なかなか理

想通りには行かないものです。

4. 不正行為は抑止できるか

今度は、ISO認証制度で不正行為は

抑止できるかについてです。「抑止」に

ついては、これまでの「発見」や「予防」

ほど議論を深めることができませんでした

が、JABではこれについての議論が進

められていると聞いています。我 と々して

は、抑止を考える際にポイントになるのは

「情報公開」と「制裁措置」だと考えて

います。

抑止に関連する認証制度における

ルール他を紹介しておきます。まず、基

準（mandatory）としては、ISO/IEC 

17011:2017(認定機関への要求事項）、

ISO/IEC 17021-1:2015（認証機関へ

の要求事項）があり、不正への制裁措置

に関しては、IAF MD7:2010（適合性評

価機関に適用される制裁措置の整合性

に関するIAF基準文書）があります。この

MD7は現在改訂中です。指針や報告書

レベルでは、JAB NS511:2017（マネジメ

ントシステム認証に関する基本的な考え

方 −故意に虚偽説明を行っていた事実

が判明した認証組織に対する処置−）と、

「組織不祥事への認定・認証機関の対

応について −組織不祥事対応検討会 

報告書−（2008・3）」があります。実は、こ

の２つに、認証制度における不祥事対応

について、非常に参考になることが書か

れているので紹介したいと思います。

まず、JAB NS511です。これは指針で

あり、基本的な考え方を示したもので、強

制力はありません。この中の「5. 故意の

虚偽説明が確認された場合の処置」を

見てみましょう（図表17）。「5.1 機関の手

図表17 JAB NS511:2017の「5. 故意の虚偽説明が確認された場合の処置」から抜粋
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ここでは、3.について紹介します（図表

18）。冒頭に「審査は、サンプリング審査で

あることを理由に、「認定・認証機関はこう

したことを理由に、審査において組織の

問題を検出できなかったことは当然のこと

であるとして、何ら改善の努力をしないで

いることは許されるものではない。」」と書

いてあります。組織側に不正行為を故意

に隠されたら無理かもしれませんが、不祥

事事例をたくさん見ていくとすべてがそう

いう事例ではありません。属人的な管理

になっているとか、不正が常態化している

とか、いろいろな場合がありますから、す

べてを一括りにして「審査で不正を見つ

けることはできません」と答えを出すのは

早いのではないでしょうか。このほか、認

証機関の対応として、「認証審査を分析

する」「不十分な点があれば、再発防止

を図る。過去の審査への影響をレビュー

する」といった非常に良いことが書かれて

います。

このように過去に発生した不祥事に対

して検討がなされ、非常に良い内容の指

針や報告書がまとめられていますので、

今こそ、こういったものを正式な基準文書

として発行していくべきではないかと考え

ています。ただし、JAB発行による基準

は、海外認定機関の認定を受けている

認証機関にはその制約は及びません。

良い基準であっても、JAB認定と他の認

定機関から認定されている認証審査で

差が出ることは、制度上の課題だと思い

ます。

5. 不祥事に求められるISO
認証制度による対応

■不正行為は発見、予防、抑止できるか
ここまでずっと、不正行為は発見、予

防、抑止できるかを見てきました。我 と々し

ては、不正行為は、発見できる可能性が

あり、予防できる可能性があると考えてい

ます。抑止できるかについては、制度とし

て適切なルールを決めればできることで

すので、これはもう「可能性がある」ではな

く、「可能」と言い切っていいのではない

かと思います。

今までのおさらいをしていきます。

「発見」については、検査プロセスを

ベースに、アウトプットから実施状況を見

る、インプットから実施状況を見る、これは

よく言われているプロセスアプローチの審

査手法ですが、これにより発見できる可

能性があるのではないかと考えています。

「予防」については、不正のトライアング

ルの１つである「機会」にヒントがあるとし

て、審査アプローチを提案させていただき

ました。個々の事象を個別に見ていくだけ

ではなく、多面的な審査アプローチも提示

しております。

ただ、「発見」と「予防」では、いずれも

限界があるというところで終わっていたと

思います。そこを突破するには、やはり認

証制度による支援が必要ではないでしょ

うか。認証機関だけが頑張っても限界が

ありますので、認定機関であるJABや国

際的な認定機関の集まりであるIAF、さ

らにISOでの規格づくりによる支援が求

められます。ISOでの規格開発、規格改

訂審議に対して、JAB、JACBがISO/

TC176（ISO 9000シリーズの規格開発

･改訂審議を行う技術委員会）、CASCO

（適合性評価委員会）等へ積極的にコ

メントを提出する必要があると考えます。

IAF MDの開発･改訂に対しても、日本か

らどんどん発信しなければならないでしょ

う。JABのNotice発行による支援も必要

です。No more no lessの原則を尊重し

た上、日本市場における運用課題に焦点

を当てた認証審査に適用される追加指

針等の公表が期待されます。

■審査アプローチを支援する取組みへ
の提言

ここで、審査アプローチを支援する取り

組みへの提言をいくつかさせていただき

たいと思います。

まず、ISO/TC176に対しては、不祥

事事例の原因の１つである「現場と管理

図表18 組織不祥事対応検討会 報告書から抜粋

3. 組織不祥事を通じて得られた審査教訓の水平展開
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者層に距離があった」への規格対応とし

て、ISO 9001 7.4（コミュニケーション）に

ついて、注記として「内部コミュニケーショ

ンには、現場からの意見を吸い上げて問

題解決を図るため、ボトムアップのコミュニ

ケーションを含め得る」を追加することを

提案します（図表19）。先ほど紹介しまし

た航空宇宙業界のSJAC 9068A 7.4 

注記には、より詳細な注記が入っていま

す。今回はそれを参考にさせていただきま

した。

同じく不祥事事例の原因の１つである

「コンプライアンスの意識が低い」への規

格対応として、ISO 9001 5.1.1 f)（有効

な品質マネジメント及び品質マネジメントシ

ステム要求事項への適合の重要性を伝

達する）について、注記として「適合の重

要性には、組織の社会的責任を果たすこ

との重要性が含まれ得る」を追加するこ

とを提案します（図表20）。これを加えるこ

とで不正に対する審査でのアプローチが

しやすくなります。自動車のセクター規格

であるIATF 16949:2016 5.1.1.1（企業

責任）や前述のSJAC 9068A 7.3 h)（コ

ンプライアンス･倫理的行動の重要性）に

は、コンプライアンスへの対応に関わる具

体的な要求事項が示されています。

認証機関に対する要求事項である

ISO/IEC 17021-1の開発･改訂審議

を行っているISO/CASCOに対しては、

ISO認証制度のルールにおいて、“コン

プライアンス違反等の組織不祥事”への

対応が明確に示されていないことから、

ISO/IEC 17021-1:2015の当該箇条

への注記の追加を提案します。１つは、

8.3.4 h)には「認証機関は、法的に拘束

力のある取決めをもって、認証システムの

社会的信用を失墜させる方法でその認

証を用いないことを被認証組織に要求し

なければならない」と書かれていますが、

その箇条への注記として「社会的信用

の失墜には、被認証組織のコンプライア

ンス違反による不祥事を含む」を加える

というものです。もう１つは、9.6.4.2（短期

予告審査）には「認証機関は、苦情の調

査、変更への対応、又は一時停止とした

依頼者のフォローアップのため、短期の予

告で又は予告なしに被認証組織の審査

を実施することが必要な場合がある」と

書かれています。この箇条の注記に「被

認証組織のコンプライアンス違反による不

祥事は、短期予告審査を実施する根拠

となり得る」、または「苦情の調査、変更

への対応には、被認証組織のコンプライ

アンス違反による不祥事に起因するもの

を含む」を加えることを提案します。

今度は、IAFのMD等に対してですが、

共通的な審査アプローチとして提案した

「多面的な情報の収集と検証」（特に経

営層へのインタビューが重要）と、不祥事

事例の原因の１つである「コンプライアン

スの意識が低い」への対応として、ISO 

9001 Auditing Practices Group(APG：

ISO/TC176内で審査手法などを研究

しているグループ）へ、「多面的審査アプ

ローチ」「経営層に対する審査アプロー

チ」「コンプライアンスに対する審査アプ

ローチ」を提案します。

これもIAFのMD等に対してですが、先

ほど「抑止」のところで出てきた問題であ

る「JAB発行による基準の場合は、外資

系認定機関の認定を受けている認証機

関には、その制約は及ばない」について、

MDとして「他国の認定機関の認定を受

けている認証機関と言えども、その国の

固有な事情により発行されているNotice

に従わなければならない」と取り決めるこ

とを提案します。

そのJABのNotice発行についてです

が、先ほど不正行為を発見する審査アプ

ローチの限界の中で出てきた「検査プロ

セスだけに多くの時間はかけられない」と

いう問題に対応して、時限措置として、検

査データ改ざんの不祥事が多数発生して

いることを鑑み、審査工数を決定するに

あたって「検査プロセス」は組織のプロセ

スにおいて特にリスクが大きいと認識され

る、また、検査プロセスの審査では、データ

改ざんができない仕組みが確立されてい

ることを確認することが望まれるといった

図表19 ISO/TC 176の規格開発による支援① 図表20 ISO/TC 176の規格開発による支援②
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事が発生したら、不祥事発生案件毎に、

学習プロセスを回していくことが必要で

す。その際に認証機関だけで対応するの

ではなくて、JABと認証機関が共同して

取り組むことが重要だと思います。その共

同での取り組みで得た知見は、次のISO

の規格改訂へのインプットになると思いま

すし、JABやIAFの基準や指針へのイン

プットにもなると思います（図表21）。

ここで学習プロセスの例を挙げておきま

す（次頁図表22）。これは、実際に我々が

「発見」や「予防」において審査アプロー

チを検討する際に実施したやり方をまと

めたものです。まず、不祥事を起こした企

業の調査報告書や臨時審査等から、不

祥事の「事象」、「原因」、「再発防止策」

よる対応としては、やはり個別に行うので

はなくて、関係者で協力して行うことが大

事だと思います。ISO認証組織による不

祥事は、ISO認証制度の不適合と同等

なことと捉え、その経験を次に生かすため

に学習プロセスを制度として持つことが望

まれます。

冒頭付近で不祥事の種類として、故意

による不正と過失による不正の２つがある

という話をしました。今回の研究の対象に

したのは、故意による不正の中の「データ

改ざん」です。いろいろな不祥事がある中

の１つに限定したわけですが、実際は企

業の中で多様な不祥事が起こっており、

今後もISO認証組織において発生し得る

わけです。ですから、組織において不祥

内容を提案します。ISO/IEC 17021-1

の9.1.4.2には「認証機関は、審査工数を

決定するに当たって、特に次の側面を考

慮しなければならない。〈中略〉g) 組織の

製品、プロセス又は活動に伴うリスク」と

規定されていますので、この解釈として検

査プロセスをしっかり見る体制を整えると

いう提案もできるのではないかと考えてい

ます。

同じくJABのNotice発行についてで

すが、すでに何度も出ている「コンプライア

ンスの意識が低い」という問題に対して、

ISO 9001の4.2の密接に関連する利害

関係者の要求事項には、コンプライアンス

も含まれると解釈し、このことから組織の

コンプライアンス対応プロセスの審査がさ

れることが望ましいとするNoticeを出して

いただきたいと考えます。

■組織による取組みへの期待
ここまでは認定機関や認証機関、ある

いはISOでの取り組みの話をしてまいりま

したが、やはり組織による取り組みも当然

期待されるところです。これまで述べてきま

した不正行為を発見する、あるいは予防

する審査アプローチは、組織においては

内部監査で活用できると思います。

■ISO認証制度による対応
不祥事に求められるISO認証制度に

図表21 不祥事発生後のISO認証制度が取るべきプロセスの提言
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を整理します。続いて、「原因」と「再発

防止策」を不祥事の性質により、いくつか

の視点に分類し、分類別に関連する規

格要求事項を明確にします。明確にした

規格要求事項に対する、審査アプローチ

を検討し、その後にISO/TC、IAF、JAB

による必要な支援を検討します。

ご参考までに、我々が検討を行うとき

に使用した帳票を紹介しておきます（図

表23）。不正のトライアングルである「機

会」「動機（圧力）」「正当化」ごとに、不

祥事の事象、特定された原因、打たれ

た再発防止策、関連するISO規格要求

事項、審査アプローチ等を書き込みなが

ら、検討を行いました。今回は不正がテー

マだったので、不正のトライアングルの分

類を使用しましたが、過失やヒューマンエ

ラーによる不祥事を扱う場合は、例えば、

4Mやシェルモデルなどで整理していけ

ば、審査アプローチが検討しやすいと思

います。

まとめです。ISO認証審査で不正行

為を発見、予防できる可能性はあります。

抑止については、しっかりやれば十分可

能だと思います。ただし、審査での発見、

予防には限界があります。そのため、認

証制度に係る全ての関係者による取組

みが必要です。そういった意味で、過去

の不祥事の研究や、これから発生する

不祥事に対する学習プロセスの適用が

重要になってきます。その学習プロセス

は、認証制度のルールにすることが求め

られます。

以上で私の発表を終わります。ご清聴

ありがとうございました。

図表23 WG2が検討に使用した帳票例

図表22 学習プロセスの例



 

アイソス  No.259  2019年  6月号 61

リスクとは何か

横浜国立大学の野口です。「マネジメ

ントシステムにおけるリスク概念の活用」と

いうテーマでお話をさせていただきます。

私はISO 31000（リスクマネジメントの国際

規格）の日本代表委員を長年勤めさせて

頂いておりまして、本日このようなマネジメ

ントシステムの大会に呼ばれたことを感慨

深く思っております。と言いますのも、ISO 

31000というのは実はマネジメントシステム

規格（以下、MSS）ではありませんし、認

証規格でもありません。そんな規格の話

を聞いていただけるということで、大変感

謝しております。今日お呼びいただいたの

は、おそらくISO MSSが2015年の改訂に

よって、リスク概念を活用することが求めら

れていることによるものと思いますので、本

日はその観点でお話をしたいと思います。

リスクは未来の指標

ISO MSSにリスク概念が入って来る前

と後とでは、何が違うのか（次頁図表１）。

大事なことは２つあります。１つは、リスクと

いう概念は「未来の指標」であるというこ

とです。可能性の問題なんですね。何が

起こるかという可能性の問題をリスクと言

います。ただ、日本ではリスクという概念を

「危険性」というふうに捉えていることが

多くて、「未来」という概念がどっかに行っ

てしまうんですね。すると何が起こるかとい

うと、これまでに起きた不祥事やトラブルな

どをリスクと捉えて、「リスクの洗い出しをし

なさい」と言われると、過去に起きた自分

が知っている不祥事やトラブルを整理し、

そうすることがリスク分析であると考えて

いるところがあります。これでは、まずいの

か？ まずいですね（笑）。

人間って懲りないもので、失敗したこと

で反省しても、また繰り返して失敗します。

これから起こる100の失敗のうち、下手す

ると95くらいは過去起きたことと同じ失敗

を繰り返すんですね。そういう意味では、

過去の分析をしっかりして、再発防止に

努めることはそれなりの効果があります。

ですが、この世界では、常にある一定程

度の割合でまったく経験していない新し

いことが生まれていますから、その新しい

ことも踏まえて対応するために、リスクとい

最初に考えてみたいのが、リスクとは何

かということです。リスクの定義はいろいろ

あるのですが、おそらくISO 31000の定義

が一番広いと思います。そのわけは、ISO 

31000というのは、あらゆる組織のあらゆる

リスクに対応できる規格ということで作成

されているからです。

リスクというのは、ISO 31000が新しく

作った概念ではなくて、昔からある概念で

あり、それぞれの分野で使われています。

では、昔からある概念とISO 31000が新

たに作った概念とでは、どっちが正しいの

かと聞かれることがあります。その答えは、

リスクという概念は人間が作った概念で

すので、自然界の原理とは違って、何が

正しい、何が正しくないということはありま

せんということです。大事なことは、どういう

リスクの概念を使えば、今の問題がより良

く解けるか、より良い方向性につながるか

という視点でお考えいただければいいの

ではないかというのが私の立場です。

ただ、これだけリスクの定義が多様に

なってくると、普段自分が考えているリス

クが、世間一般で言うところのリスクだと

思って話をしてしまうと、意外と話が合わ

ないことがあります。ですから、相手と話を

するときも、少しずつ「この人はリスクをこう

いうふうに捉えてるんだな」というように理

解しながら話をする、そういったことが必要

な世の中になってきたと思います。

横浜国立大学大学院 環境情報研究院
教授／リスク共生社会創造センター長
野口 和彦 氏

Part 5 ゲスト講演
マネジメントシステムにおけるリスク概念の活用

   特集 第7回 JAB マネジメントシステムシンポジウム全講演録

  講演者 ： 横浜国立大学大学院 環境情報研究院 教授／リスク共生社会創造センター長 野口 和彦 氏
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は冒頭に挨拶された飯塚先生、私が大

変尊敬している先生ですが、と対談をさせ

ていただきました。その時、今でもよく覚え

ているのが、「ISO 31000を読みました。

不確かさのマネジメントとしてはよくできて

いると思います。ですが、これを『リスク』と

言っていいのでしょうか？」という飯塚先生

の問題提起です。当時、不確かさという観

点から、好ましい、好ましくないという両方

を含むということには誰も文句はなかった

んですが、それをわざわざなぜ「リスク」と

言うのだという疑問は、マネジメントをよくご

存じの方であれば当然お持ちになったと

思います。

マネジメントというものは、好ましくない影

響を小さくすることだけにとどまっているわ

けにはいきません。自動車を作るから自動

車事故が起きるんだとか、品質問題を起

こしたくなければサービスをしなきゃいいと

か、そういうことは大人の世界では言わな

いことになっていますが、マネジメントって、

やっぱりそこにたどり着くんですね。その典

型が情報システムです。サイバーセキュリ

ティは、非常にネガティブな問題として大き

く報道されていますが、実はあれは、どの

程度強力な情報システムを組織で活用す

るかっていうこととの裏表の話なのです。

情報システムとして少しのことしかできなけ

れば、サイバーセキュリティの問題もそう大

した問題になりません。ですが、会社の中

を向けろという大きなメッセージが、このリ

スク概念に込められています。そういう観

点で、品質も環境も考えていただければ

と思います。

好ましくない影響を小さくす
ることだけにとどまっていて
はいけない

例えば、品質問題と品質リスクは同じで

しょうか？ ややもすると「品質問題」は、品

質クレームという言葉に代表されるように、

これまで経験した、もしくは起こった問題

に対して対応するというアプローチで使わ

れます。一方、「品質リスク」というのは、こ

れから先、品質に関して起こるかもしれな

い可能性まで目を向けるということです。

発生した問題とリスクは違うんです。

もう１つ、皆さんが戸惑っている問題とし

て、日本ではどちらかと言うと好ましくない

影響、ネガティブな影響に対しての可能性

を「リスク」と呼んできた経緯がございます。

しかし、ISO 31000のリスク概念も、SDGs

のリスク概念も、ポジティブ or ネガティブで

あり、好ましくない要件だけじゃなくて、好ま

しい要件も含んでいます。

現在のISO 31000は2018年版の第

二版であり、最初の版は2009年に発行さ

れたのですが、その初版発行の折に、実

う概念を使うのです。

そうでなければ再発防止でいいので

す。その方が圧倒的に楽です。再発防

止というのは、もう問題は起きていて、原

因が何かということも分かっているので、

効果的な対応もできます。しかも、トラブル

を実際に起こしているから、「これをしっ

かりやらなきゃ駄目じゃないか」と言って

も、「何で？」って聞く人もいなくて、「そう

ですね」と皆おとなしく従います。楽なん

ですね。ですが、リスクという概念を使うと、

「ほんとにそんなこと起きるんですか？」と

か、「そんなことまでやってたら、とてもじゃ

ないですけど労力がいくらあっても足りな

いから無理ですよ」とか、文句を言う人が

たくさん出てくるんです。それでもなお、リ

スク概念が重要であるのは、これまで経

験した失敗を二度と起こさないというだけ

では、もう社会が立ち行かなくなっている

からです。経験していないことにまで対応

していかないと、これから先、社会として

やっていけないということなんです。

ISOがリスク概念というのをわざわざ規

格に持ち込んできたのは、そういうことで

す。「企業よ、未来志向であれ」ということ

です。これまで自分たちの組織で起きたこ

とに対して、例えば不祥事を二度と起こさ

ないという発想だけじゃなくて、これから起

こるいろんな可能性に対していかに立ち

向かうか、事前に準備をしておくことに目

図表１ ISOが求めるMSSに対する改革要求①
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枢のあらゆる業務に対して情報システムを

使おうとすればするほど、サイバーセキュリ

ティの重要性も大きくなっていきます。今の

時点でサイバーセキュリティは大変だから、

情報システムを使うのをやめようという議

論がないように、マネジメントというのは、常

に自分が判断する施策というものに対す

る、好ましい影響と好ましくない影響の双

方のバランスで考えなければなりません。

ただ、業務管理において、好ましい影

響というのが理解できないとよく言われま

す。例えば、「品質管理における好ましい

影響って何ですか？」と問われることがあ

ります。ISO 31000のリスクの定義の注

記に、「影響とは、期待されていることから

乖離することをいう。影響には、好ましいも

の、好ましくないもの、又はその両方の場

合があり得る」と書いてあります。例えば、

ある会社において「10年間で品質クレー

ムを3件にとどめる」という期待値があると

すると、それよりも少なければ好ましい結

果であり、それよりも多ければ好ましくない

結果です。

もう１つ理解しなくてはならないのが、マ

ネジメントの世界では、好ましい影響と好

ましくない影響を常に考えなきゃいけない

ということです。今行われている業務自

体がマネジメント全体を常に体現している

とは限りません。例えば、マネジメントの中

で、事故を防ぐという業務だけを切り取っ

たものが安全管理だとすると、元々ポジ

ティブ、ネガティブの双方の可能性の中か

ら、ネガティブな可能性に対する業務だけ

を切り取っていますから、その業務におい

てはネガティブしかなくても構わないので

す。無理にポジティブを探す必要はありま

せん。その証拠にISO 31000をよく読ん

でいただくと、「影響には好ましいもの、好

ましくないもの、又はその両方があり得る」

と書いてあって、「常に両方があり得る」

とは言っていません。ですから、「自分た

ちの業務のリスク範囲は、好ましくないも

のだけを扱う」と言っても別に構わないの

です。ただその際、自分が担当している業

務が、組織全体のマネジメントのどの部分

をハンドリングしているのかを見極めておく

必要があります。

このようにISO 31000を正しく読んでい

ただければ、おそらく皆さんのマネジメント

の考え方とISO 31000とは、あまり矛盾し

ないのではないかと思います。

20世紀というのは業務分担の時代で、

「あなたは品質ね」、「あなたは環境ね」、

「あなたは安全ね」、「あなたは営業ね」っ

て分担してきた時代なんです。分けた機

能においてそれぞれを強化すると組織

全体が非常に高機能になるという考え方

のもと、マネジメントの区分けが行われまし

た。それが21世紀になるとその限界が分

かってきました。例えば、品質にとって良か

れと思ってやったことが、環境に悪い影響

を与えるとか、あるいはその逆の場合もあ

り得ます。小分けの業務を個別に一生懸

命最適化すれば、マネジメント全体の最適

化になるとは限らないということが分かって

きたんですね。したがって、ISOも複数の

個別のマネジメントじゃなくて、会社のマネ

ジメントにいかに統合していくかということ

を考えるようになりました。そのキーワードと

して「リスク」というものがあって、大事なこ

とは会社における好ましい影響、好ましく

ない影響という２つの影響のうち、自分の

業務はどの部分を受け持っているんだと

いうことを明確にして、それぞれの業務で

の仕事をマネジメント全体に戻していく、こ

ういう作業が、本来ISOが望んでいる世

界でもあるし、統合審査でも目指してる世

界であろうと思っています。

ISOマネジメントシステムのリスクは、目的

に対する不確かさの影響であり、そこには

ポジティブ・ネガティブの両方が含まれてい

ます。ところが、規格を読んでいくと、「リス

ク及び機会（risks and opportunities）」

という言葉が出てきて、いきなり分からなく

なります。リスクには、ポジティブ・ネガティブ

の両方が含まれているのに、どうしてリスク

と機会が対比されるのかという矛盾があり

ます。なぜこんなことになったのかというと、

リスクの定義を行うグループと、リスク及び

機会の仕様を作ったグループが別々に議
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ころが、自社を輸送会社だと思っている会

社にとっては、自動車が出てきたことは自

分の武器が増えたということでチャンスな

んです。自動車が脅威なのかチャンスなの

かは、自社をどう定義するかによって全然

違うということです。

会社が赤字のときは、とにかく赤字を脱

却するため利益最優先になるのは仕方が

ないでしょう。そうしないと会社がつぶれて

しまいます。ですが、赤字を脱却した後も、

ずっと利益最優先を続けていると、会社

がおかしくなってきて品質問題を起こすこ

とが多々あります。そういう意味では、適切

な時期に会社の目標をどう立てるかはす

ごく大事であり、その目標を皆で共有して

おかないと、各担当レベルで品質問題やリ

スクを分析しても、それは会社全体にとっ

て適切な分析にはなりません。

よくあるのが、上からの命令で、各担当

者に会社のリスクを調べさせ、整理させる

というやり方です。それは何をやっている

のかというと、各担当者が、自分がリスクだ

と思っていることを引っ張ってきて、それら

を合わせただけなのです。では、それが本

当に会社のリスクなのかというと、誰も保証

してくれません。会社としてのリスク分析を

きちんとやるには、会社の目的に沿ったリ

スク分析をしなければなりません。そういう

マネジメントの目線がすごく大事です。

昔、日本ではQuality Controlを「品

論していたので、この両者を1本の規格に

するときに、調整が効かなくなってそのまま

出してしまったという経緯があります。ISO

でも、これは変だと気づいていますので、

今そこを何とかしようという議論になってい

ます。

ただ、言いたいことは同じです。これから

のマネジメントというのは、ネガティブなことだ

けを小さくするという方針ではもう持たない

ということです。品質だって、悪い品質を出

さないだけじゃなくて、もっといい品質にす

るっていう方が、よりいいと思いません？ そ

ういう意味で、ISO 31000が言っているこ

とと、ISO MSSが言っていることとは、大

筋整合性が取れていると思います。

会社の目的によって良い品
質への見方は異なる

ISOが求めているMSSへの要求の１

つに「組織の目的の明確化」というのが

あります（図表２）。これは当たり前のこと

なんですが、意外に大人は見えていない

ところがあります。小学生だったら「この会

社は何のためにあるの？」と聞いたりします

が、大人になると、そんなことを聞く人はい

ないし、何となく分かっているつもりになっ

ています。例えば、どういう品質をいいもの

と考えるかは、目的の設定によって違って

きます。現場では、お客に迷惑をかけない

ことが品質だとみている場合もあります。

その場合、検査をちゃんとやっていると間

に合わないし、現場からすると、この検査

をやらなくても、お客に迷惑はかからないと

いう自信があるので出荷してしまうというこ

とが起きてしまいます。ですが、約束したプ

ロセスをちゃんと正しく経過しているという

ことも含めて品質であるという考え方から

すれば、検査をパスするというのはダメな

んですね。

このように目的によって品質の見方が

異なります。昔はどんどん機能を高度化す

ることが良い品質だと思っていた人がたく

さんいました。ですが最近は、対価と見合

う機能を持っていることが良い品質だとい

う考え方が出てきています。どういう目的や

目線で見るかによって、「良い品質」は異

なるわけです。

リスクについてもそうです。アメリカ大陸

横断鉄道が盛んなりし頃に、自動車という

ものが出てきました。そうすると、自社を鉄

道会社だと思っている会社にとっては、自

動車は脅威以外の何物でもありません。と

図表２ ISOが求めるMSSに対する改革要求②
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2015年からISOのMSSが変わってきた

のは、変わる必要があったから変わったの

です。そのときに一番やってはいけないの

は、面倒だからといって形だけ変えた格好

にすることです。変わるべきときには、変わ

らなければなりません。そのときに、なぜ変

わらなくてはいけないのか、変わる本質は

何なのかということをしっかり見極めて検

討していくことが大事だと思います。

未来の内外状況が変われば
リスクも変わる

これはISO 31000の特徴なのですが、

いきなりリスク分析に入るのではなくて、そ

の前に組織の内外の状況をきちんと整

理しなさいと言っています（図表３）。ここ

で言う「状況」は、今の状況ではないです

よ。これから先の状況です。今後どうなる

かをちゃんと想定しておきないと言ってい

るわけです。それはなぜか。未来の環境

が変われば、リスクも変わるからです。

例えば1年たつと従業員は必ず1歳年

を取ります。定年の方は辞めていくし、新

しい人も入ってくるでしょう。ですから、今

の会社と1年後の会社は違う組織です。

質管理」と訳し、Quality Managementも

「品質管理」と訳していました。この両方

に同じ訳を当てたことについて、私は非常

に残念に思っています。やはり、「管理」と

「マネジメント」はきちんと分けなければい

けません。ちなみに、ISO 9001は管理シ

ステムではなく、マネジメントシステムの規格

です。ですから、経営者が関わって当たり

前のシステムです。

リスクマネジメントの意義は、価値の創

出及び保護です。決して、ネガティブな影

響を小さくすることに限定しているわけで

はありません。そういう意味では、品質マネ

ジメントの前提である品質目標は何かとい

うことを、社員みんなで共有しておくことは

とても大事なことです。

冒頭で、ISO 31000はマネジメントシステ

ム規格ではないと申し上げましたが、マネ

ジメントシステムに類するものは枠組みとし

て持っています。それを表したのがこの図

です（図表２の右下図）。真ん中にリーダー

シップ及びコミットメントがあって、その周りを

PDCA（設計・実施・評価・改善）に統合を

加えたシステムで仕組みを回していきます。

ここで言うリーダーシップは、経営者のリー

ダーシップのことです。ただ、現場において

は、経営者に口を出して欲しくないという

人が結構いて、現場のリーダーシップにとど

めておこうとする場合があります。でも、そ

れはやめておいた方がいいです。

また、世の中の要求も日々変わっていき

ます。去年まで「いい品質だね」って言

われていたことが、来年は「これは駄目だ

よ」って言われるかもしれません。環境の

変化によるリスクとは、そういうものです。す

ると、自分たちの製品やサービスだけ見て

いても、品質のあり方が分かるわけではな

くて、世の中が何を求めているのか、自分

の会社も含めて環境はどういうふうに変

化していくのか、競争相手はどこまで頑張

るだろうか、そういう中で自分たちの品質

のあり方を考えなければなりません。

そのためにISO 31000では、組織の内

外の状況の特定を、リスク分析の前に行

うことを求めています。これと同じことが、

今のすべてのMSSに要求されています。

品質だ環境だと言う前に、組織の内外の

環境がこれからどう変わると思っているの

かを、組織のみんなでちゃんと共有した上

で、これから何が起こり得るかを明らかに

していくこと、それが今のMSSの考え方だ

と思います。

さらに、関係者とのコミュニケーションも

MSSに求められています（次頁図表４）。

「リスクコミュニケーション」という言葉は

結構有名ですが、これがリスク分析の結

果と情報開示を一緒にして使われてい

図表３ ISOが求めるMSSに対する改革要求③
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て、例えば、当社のリスク分析はこうなって

いますと開示することを意味している場

合が多いようです。ISO 31000が言って

いるコミュニケーションというのは、そのよう

に分析結果を共有することだけを言って

いるのではありません。もっと大事なことと

して、ステークホルダが何を大切にしてい

るのかとか、日々の技術の変化はどうなっ

ているのかとか、分析する前にちゃんと

分析者や組織が知っておかなければい

けないことがあるので、それをコミュニケー

ションによってやり取りし、最新の状況を

踏まえた上で分析に入りなさいというの

が、今のISO 31000の考え方です。

マネジメントとしてリスクを
認定しハンドリングすること

今度はISO 31000のリスク特定の話で

す（図表５）。すでにお話したように、リスク

は「未来の指標」です。特定は「これがリス

クだと決めること」です。具体的には、マネ

ジメントとして、これとこれをリスクと認定し

てハンドリングすることを証明することが、リ

スク特定です。先ほど、検査の不祥事に

ついての発表がありましたが、企業が検査

をやっているのなら、検査の不祥事が起

きるのは当たり前のことですから、それはリ

スクとして挙げておかなければなりません。

「今まで起きていませんでしたので、リス

クとして挙げていませんでした」なんて言

い訳をすれば、「何を寝ぼけたことを」と

言われるでしょう。自分たちがやっている

行為があれば、それがうまくいかないという

リスクは当然ありますから、それを「リスクと

思っていませんでした」というのは、マネジ

メントというものが分かってない証拠です。

「何が起こるか」と「どのよう
な影響があるか」は同じ知
識では解けない

では、「リスクを把握する」とは、どうい

うことでしょうか（図表６）。大事なことは、

「何が起こるか」、「どのような影響があ

るか」、「どのような確率で起きる可能性

があるのか」、「なぜ起きるのか」、この４つ

を把握することです。このうち、「何が起こ

るか」と「どのような影響があるか」は、同

じ知識では解けません。「何が起こるか」

は、工程の専門家じゃないと分かりませ

ん。例えば、この工程でこの部材を使った

ら壊れるか壊れないかっていうのは、その

工程の技術者がちゃんと見なければなり

ません。ですが、工程のプロだからといっ

て、実際にトラブルが起きてしまったときの

会社への影響を正しく評価できるとは限

りません。どのような影響があるかというの

図表４ ISOが求めるMSSに対する改革要求④

図表５ ISO 31000:2018 リスク特定
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は、別の知識を持ったプロが見なければ

ならないのです。

火災全般を防ぐ対策はありません。火

災を起こすシナリオを洗い出し、そのシナ

リオの1本1本に対して、有効な対策を打

つことが必要です。そのためには「なぜ起

きるか」ということがすごく大事です。この

「なぜ起きるか」というのは、実はリスクの

受容の判断にも関わってきます。世の中

というのは、誰も知らないことが原因で起

きた事に対しては意外と寛容です。です

が、「お前、これはもうしませんって約束し

たじゃないか」って事をまたやってしまうと、

ものすごく叩かれます。ですから、今まで

はリスクの大きさというのを、影響の大きさ

と起こりやすさという２つの要素で決めて

いたところがありますが、そこへさらに「これ

だけは起こしてはダメ」というシナリオも加

えて考える必要があると思います。

顧客満足度が高ければ、品
質は良いのか？

リスク評価を品質管理に適用するにあ

たって、皆さんに聞いておきたいことがあ

ります。顧客満足度が高ければ、品質は

良いのでしょうか？ 品質管理において、顧

客満足度というのは非常に重要なファク

ターです。ですがよく考えてみると、顧客

満足度が低いということは、クレームが付く

ということです。ですが、品質クレームを出

す人って、実はその製品やサービスを購

入した人に限られるんですよ。会社にとっ

ては、自社の製品やサービスを買ってくれ

てない人からの評価も大事なんじゃない

でしょうか。「買ってくれた人から褒められ

た」というのは、自分を好きな人だけを集

めて、「私のことが好きですか？」と聞いて、

「好きです」と言われたから、「私は好か

れているんだ」と思っているようなもので

す。ですが本当は、自分を嫌いな人もいる

わけでしょう。本当に良い製品やサービス

を展開していくためには、顧客の意思じゃ

なくて、顧客でない消費者の意思がすご

く大事じゃないでしょうか。「品質って本当

に顧客満足度でいいのか？」ってことを、

そろそろ考える時期に来ているのではな

いでしょうか。

続いて、リスク対応の選択肢について

ですが、大事なことは対策を打ったこと

だけで満足せずに、必ず対策の効果を

検証したり確認したりすることです。ISO 

31000では、必ず対策の効果を検証し、リ

スク基準を満足していない場合は、追加

対策を打ちなさいと言っています。これは

品質においても、おそらく同じことが言える

と思います。

リスクマネジメントというのはネガティブ

な影響の最小化から、組織・プロジェクト

目的の支援の仕組みに変わりました。

ISO 31000は、別に自分だけで何とかし

ようと思っているわけじゃなくて、品質に関

してはISO 9000、環境に関してはISO 

14000の方が優れているに決まっている

わけですから、それをISO 31000の考え

方で見ることによって、少しでもより良い

方向になればと考えているわけです。

ISOの大きな動きの中で、各マネジメン

トのシステム担当者も、例えば品質担当

者は品質だけの視点ではなく、品質を通

じて自分の会社のマネジメントにいかに寄

与するかという視点で考える時期に来て

いるのではないでしょうか。これがおそらく

ISOが今目指しているマネジメントシステム

の統合化というものであり、その統合化の

中の横軸として「リスク」という概念がある

と考えています。ぜひISO 31000もご活

用いただければ幸いです。

ご清聴ありがとうございました。

図表６ リスクを把握するとは？




